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大阪府
■面積
行政区域面積 １，８９６．８３H

市街化区域面積 ９５，３２１ha

■人口動態
人　　口 ８，８１７，１６６人
世 帯 数 ３，６５４，２９３世帯
人口密度 ４，６４８人／H

人口伸率 ０．１％
高齢化率 １８．５％
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平成19年度府内市町村当初予算の概要

予算の特色と施策体系別主要事業一覧

大阪府総務部市町村課（問い合わせ：０６－６９４１－０３５１（内線３５０１））
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利用上の注意

① 行政区域面積は、国土交通省国土地理院「平成１７年全国都道府県市区町村別面積調」（平成１７年１０月１

日現在）による。

ただし、境界未定団体（大阪府内では大阪市淀川区、豊中市）については、総務省統計局において推定

した数値である。

②　市街化区域面積は、大阪府都市整備部総合計画課（平成１９年３月現在）による。

③ 人口、世帯数、人口密度、人口伸率は総務省統計局平成１７年国勢調査による。高齢化率は、総務省統計

局平成１７年国勢調査による。

＊　人口伸率は、平成１７年と平成１２年の国勢調査人口の比較である。

＊　高齢化率は、総人口に占める６５歳以上の人口の割合である。

④　骨格 ＝平成１９年度骨格予算　　暫定 ＝平成１９年度暫定予算　　※＝平成１８年度骨格予算

＊ 平成１８年度当初予算を骨格予算で編成した団体については、平成１９年度当初予算総額・一般会計予

算の対前年度比を「骨格予算比（肉付け後予算比）」としている。
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豊 能 地 域

能勢町
■面積
行政区域面積 ９８．６８H

市街化区域面積 １０３ha

■人口動態
人　　口 １２，８９７人
世 帯 数 ３，８４４世帯
人口密度 １３１人／H

人口伸率 △９．１％
高齢化率 ２２．６％

豊中市
■面積
行政区域面積 ３６．３８H

市街化区域面積 ３，６６０ha

■人口動態
人　　口 ３８６，６２３人
世 帯 数 １６１，４１８世帯
人口密度 １０，６２７人／H

人口伸率 △１．３％
高齢化率 １８．４％

池田市
■面積
行政区域面積 ２２．１１H

市街化区域面積 １，０８８ha

■人口動態
人　　口 １０１，６１６人
世 帯 数 ４３，４０１世帯
人口密度 ４，５９６人／H

人口伸率 ０．１％
高齢化率 １８．７％

豊能町
■面積
行政区域面積 ３４．３７H

市街化区域面積 ３１５ha

■人口動態
人　　口 ２３，９２８人
世 帯 数 ７，９２５世帯
人口密度 ６９６人／H

人口伸率 △７．０％
高齢化率 １９．３％
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箕面市
■面積
行政区域面積 ４７．８４H

市街化区域面積 １，９８５ha

■人口動態
人　　口 １２７，１３５人
世 帯 数 ５１，６４６世帯
人口密度 ２，６５８人／H

人口伸率 １．８％
高齢化率 １６．８％

豊中市  

箕面市  池 
田 
市   

豊能町 

能勢町  
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１．教育文化都市とよなかの創造

①中学校少人数学級事業新○ ５，４１３

②中学校読書活動推進事業新○ ２１０

③中学校１２校への冷房設備設置 ７２，０００

④校内ＬＡＮの推進 ５，４７２

⑤妊婦健康診査の公費負担の拡大 ４，２０３

⑥市立幼稚園における預かり保育の充実 ２９２

⑦私立幼稚園における「地域に開かれた幼稚園づ

くり」新○ １，３２０

⑧地域子ども教室と留守家庭児童会事業の充実と

連携の推進新○ ５，８９８

⑨文化芸術センター（仮称）の建設に向けた取り組み新○ ９６３

２．安心安全都市とよなかの創造

①セフティメイト拡充と防犯ブザー配布 ２，２２０

②児童虐待防止対策の充実・強化 ５９３

③耐震改修促進計画策定新○ ６０７

④公共施設耐震診断新○ １６，３８７

⑤緊急浸水対策等の管渠築造事業 １５７，５０２

⑥庄内・豊南町地区密集市街地整備促進計画の策定新○ ７５０

⑦神崎川公園の整備に向けた検討新○ １，５２０

⑧自主防災組織の拡充及び育成支援

小学校区単位の「仮称・防災連絡会」の設置に向けた支援 ６６７

⑨建築物の構造計算書の適合性判定新○ １８３

⑩メタボリックシンドロームにかかる普及啓発新○ ９３１

⑪食育推進基本計画の検討新○ ５７６

⑫障害者通所施設への運営安定化支援新○ １，５３０

⑬上下水道部局統合及び企業会計導入新○ ３，４２０

３．市民自治都市とよなかの創造

①コミュニティ基本方針（仮称）の策定新○ ４１０

②人権についての市民意識調査の実施新○ ３６０

４．活力都市とよなかの創造

①千里文化センター「コラボ」の整備新○ １７６，６４７

②重点整備地区の交通バリアフリー整備 ３０，５５６

③景観行政団体への移行と景観計画策定新○ ４８６

④旧市立豊中病院跡地利用の事業化新○ ２０，０００

⑤空港周辺移転跡地利用計画の策定 ２００

⑥中小企業ものづくり支援 ４４１

⑦無料職業紹介の推進 ５８２

⑧雇用施策推進プランの作成新○ １２６

５．環境共生都市とよなかの創造

①地域省エネルギービジョンの推進 ５２９

②公園整備 １３２，４４９

③地球温暖化防止推進地域計画の策定及び推進 ２１２

６．自主自律都市とよなかの創造

①自治基本条例に基づく取り組みの推進新○ ５７

②新・行財政改革大綱・同プランの策定新○ ３００

③戸籍の電算化新○ ３，９００

④「評価のあり方検討市民会議（仮称）」の設置運営新○ ７８

⑤財産管理システムの開発新○ １，４８８

⑥地上デジタル放送移行に伴う電波障害対策新○ ３，０００

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

平成１９年度は、定率減税の廃止等により市税収入が大幅に伸びたものの、地方特例交付金の大幅減額や所得譲与
税の廃止などにより、一般財源全体としてはわずかな伸びに止まった。しかも、三位一体の改革による税源移譲は
３億６千万円にすぎないのに国庫補助負担金は２６億円のマイナスの影響を受け、厳しい予算編成となった。そのた
め、豊中市行財政再建計画の５６項目を予算に反映させ、職員定数の見直し等による人件費削減、事務事業の見直し
や歳入確保により、全会計で４９億８，６００万円の効果をあげたが、なお大幅な財源不足が生じ、特定目的基金の繰入運
用や土地売却などの臨時的収入によりかろうじて収支均衡を維持した。
こうしたなか、市長就任後初の本格的な予算編成として、目指すべき６つの都市像（教育文化都市、安心安全都市、
市民自治都市、活力都市、環境共生都市、自主自律都市）の実現に向け、１４項目４０事業を重点的に推進すべき施策に
定め、限られた財源のなかで重点配分を図り、「子どもたちの未来が輝くまちづくり」にむけ、①教育の充実と子ど
もの安心・安全、②少子化対策の充実、③耐震改修の促進、浸水対策の強化など安全なまちづくり、④健康で、安心
して暮らせるまちづくり、⑤参加・協働の仕組みづくりと行財政改革に取り組むこととした。
現行行財政再建指針の期間満了に伴い、今後見込まれる行財政環境の厳しい変化に対応できるよう新しい行財政
改革大綱とそれに基づくプランを策定し、これからも財政の健全化に向けた取り組みを進める。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額 ２６８，４１５百万円　対前年度比 ７.８％増（６.１％増）

平成１９年度一般会計予算 １２３，９１９百万円　対前年度比 ３.２％増（１.８％増）

予算額
単位万円

予算額
単位万円

豊 中 市 ※
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１．いきいきと輝く　にぎわいのあるまち

①住民情報システム管理（レガシー改革）事業

１４，６３５

②花と緑いっぱい細河いらっしゃい祭開催事業新○

１００

③井口堂天神線歩道改良事業新○ １，５００

④菅原新町線街路整備事業新○ ５，５００

⑤本町通等活性化事業資金融資事業 １６２

⑥新婚世帯向け賃貸住宅斡旋登録事業 ４０

２．ふれあいで築く　いきがいのあるまち

①子育て支援センター運営事業 ８３７

②つどいの広場事業 １，０００

③こども園管理運営事業 ２，４１０

④保健福祉総合センター建設事業 －

⑤児童エンゼル医療費助成事業 ３，４９３

⑥エンゼル補助金交付事業 １２３

⑦エンゼル祝金交付事業 ５５０

⑧送迎保育ステーション事業 ２，５９３

⑨ハッピーバース支援事業 ５２６

⑩子どもの居場所づくり推進事業新○ ６９０

⑪休日保育利用事業 １２５

３．のびのび暮らす　うるおいのあるまち

①民営駐車場防犯灯設置支援事業 ２００

②新エネルギービジョン策定事業新○ １，０４０

③セーフティキーパー対策事業 １０２

④指定袋制実施事業 ６，１３５

⑤レジ袋削減等推進事業新○ １００

⑥既存民間建築物耐震診断補助事業 ２４０

⑦交通安全啓発事業 ６７０

⑧環境教育推進事業新○ ３０

⑨自主防災組織育成事業 １７９

４.個性をいかした　みりょくのあるまち

①まちかどギャラリー事業 ８３

②落語みゅーじあむ事業 ７６９

③まちなみ保存補助事業 １，０００

④公益活動促進基金積立事業 ２２６

５．にんげんを育む　やさしさのあるまち

①教育タウンミーティング事業新○ ６

②五月丘小学校耐震補強及び大規模改造事業

３５，３５０

③１／２成人式開催事業 １００

④「教育のまち池田」特区事業 ８，８６４

⑤教育問題懇話会開催事業 ２０

⑥卓球のまちづくり事業 １９８

６．行財政を確立し　未来につなぐまち

①保育所給食業務委託事業 ３，８９０

②みんなでつくるまち推進会議運営事業 ８１

③行財政システム改革プランへの取組 －

④人事評価システムの試行 －

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

平成１７年度一般会計決算では、５年連続の黒字となったものの、経常収支比率は１２年連続で１００％を超え、

また、団塊の世代の退職が平成１９年度・２０年度にピークを迎え退職金の増嵩が見込まれており、硬直化し

た財政構造から脱却できない状況が続いている。本年度は骨格予算であるが、現在作業を進めている第３期

実施計画の策定を念頭に、事務事業評価により事業の必要性や市民ニーズを総点検し、限られた予算を重点

配分し、予算編成を行った。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額 ７６，３５０百万円　対前年度比　３.８％増

平成１９年度一般会計予算 ３４，４１５百万円　対前年度比　２.３％増

予算額
単位万円

予算額
単位万円

池 田 市
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骨格
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＜安心して暮らせるまちづくり＞

１．保健・医療・福祉施策の総合的推進

①保健事業（健康診査・健康手帳） ５７，７５６

②後期高齢者医療広域連合運営事業新○ ２，２５６

③母子保健事業 ３，４４４

④「（仮称）子ども家庭相談室」の設置新○ －

⑤障害者計画管理事業 ４１８

⑥市立病院医療機器の整備 ４，５００

⑦医療保健センター医療機器整備事業 ３，２６４

２．生活環境の整備と保全

①公営住宅等供給・管理方針検討事業 ４０５

②公園維持補修事業 ８，３３１

③民間建築物アスベスト対策事業新○ ６２

④環境クリーンセンター改修等事業 ２８，０６５

３．安全の確保

①民間建築物耐震診断助成事業 ４８５

②住宅・建築物耐震改修促進計画策定事業新○ １，１７２

③防災行政無線整備事業 ５，０００

④災害時における要援護者の支援対策 －

⑤警防資機材整備事業新○ ３０７

⑥住宅防火対策推進事業 ２３

＜いきいきと暮らせるまちづくり＞

１．文化の振興と教育・学習環境の充実

①老人いこいの家管理運営事業新○ １，８９３

②ヒューマンコミュニティみのお推進事業 ２４

③男女協働参画計画推進事業 ３６

④女性市民支援事業 ２３２

⑤施設耐震補強事業（小・中学校） １３，２０６

⑥体育施設整備事業（小・中学校） １２，７８７

⑦学校給食設備充実事業 １，５８７

⑧特別支援教育推進事業 １５３

⑨小中一貫校整備事業新○ １５，６１１

⑩次期公共施設予約システム構築事業新○ ２，３４８

２．自然環境の保全

①都市景観形成事業 ４６８

②環境政策推進事業 ２０１

③ごみ排出特定地区衛生美化促進事業新○ ７４

④（仮称）環境美化条例制定検討事業新○ ５０

３．産業の活性化

①中心市街地振興事業 １，２９９

②（仮称）箕面駅周辺整備基本計画の実現新○ －

③桜井駅前地区再整備計画 ２９

＜暮らしを支えるまちづくり＞

１.秩序ある市街地の形成

①都市計画推進事業 ３３９

②国際文化公園都市建設推進事業 ３６２

③水と緑の健康都市建設推進事業 １５２

④北大阪急行線延伸構想推進事業 ２２１

⑤市内公共交通整備事業 ２１２

２．多様な市民活動の推進

①住民情報システム再構築事業 ４３，６４０

②戸籍電算化事業 ６，０８９

③市営葬儀事務事業 ５，０８９

④選挙講座開催事業新○ ６０

⑤｢箕面市市民の声取扱要綱｣の運用新○ －

⑥次期総合計画策定事業新○ ７０４

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

特に力点を置いた重要施策は次の５点。
１．安全・安心都市みのおの実現
地震対策として、民間建築物の耐震診断費補助を実施し、市内の建築物の耐震化率向上を目指す。

２．生涯学習都市みのおの実現
市内公共施設の利用者の利便性を高めるため、インターネットを利用した公共施設予約システム（公共施設１２館）を導入する。

３．環境都市みのおの実現
市民、事業者、行政がそれぞれの役割に応じた景観保全に向けた取り組みを進める。

４．子育て支援都市みのおの実現
市立保育所の一部民営化と併せて市立保育所の定員増や延長保育などを行っていく。

５．小さな地方政府の実現
市民と行政との役割分担の見直しを図り、業務の外部委託の検討・促進や業務の再構築作業を進め、少人数による

行政運営が可能となるよう、取り組みに力を入れていく。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額 １８０，４９５百万円　対前年度比　１６.１％増

平成１９年度一般会計予算 ３３８，４１０百万円　対前年度比　３１.０％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

箕 面 市
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①豊能郡環境施設組合負担金事業 ６，３１０

②猪名川上流広域ごみ処理施設組合負担金 ２８８

③町道等維持補修事業 ６０４

④道路舗装事業 ８３０

⑤公園・緑地整備事業 ７９

⑥野生鹿、猪等農林業被害防止事業 ８３

⑦オンリーワン・スクール事業 １３８

⑧不登校等支援事業 １４８

⑨精神障害者相談支援事業 ２７１

⑩大阪府後期高齢者医療広域連合負担金 １５６

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

暫定予算のため、住民生活等に支障をきたさないよう、義務的・経常的な経費（４月から６月分の３か月

分）を計上することとした。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額 ６，１０３百万円　対前年度比　５８.１％減

平成１９年度一般会計予算 １，７４４百万円　対前年度比　７７.４％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

豊 能 町
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１．能勢の美しい景観と環境の育成

①し尿処理施設建設事業 １，０００

②公共下水道事業 ２４，６２５

③農業集落排水事業 １１，９２１

④豊能郡環境施設組合負担金事業 １６，９２４

⑤猪名川上流広域ごみ処理施設組合負担金事業

（広域ごみ処理施設建設） ２，９６８

⑥環境基金事業 ６６０

⑦農地・水・環境保全向上対策事業新○ ６００

⑧森林整備・松くい虫防除事業 ８０４

⑨防災まちづくり事業 ８１３

⑩土砂災害情報整備事業 ８００

⑪町道整備事業 ４，０００

⑫町道維持原材料支給 ５００

２．人材の育成と能勢文化の創造

①淨るりシアター自主事業 １，０００

②文化芸術による創造のまち事業 １，５００

③公立文化施設活性化支援事業新○ ６０

④浄るり公演事業（後継者育成） １８０

⑤小中学校ＡＥＤ設置事業新○ １７６

⑥小中高連携事業・中高一貫教育 ２８６

⑦外国人教師招致事業（小・中学校） ２５２

⑧不登校支援対策 ２１９

⑨学校安全対策事業 １，３０２

⑩学校施設耐震化促進事業新○ ５５１

⑪岐尼小学校施設改修事業新○ ５６１

⑫天王小学校校舎改修事業新○ １１０

⑬学校遊具改修事業 １５１

⑭西中学校プール改修事業新○ ８８１

３．ふれあいと生きがいのある地域づくり

①身体障害者福祉事業 １３，０４８

②第２次障害者計画策定事業新○ ３０８

③老人福祉事業 １，３８４

④乳幼児医療助成事業（拡充） １，２９５

⑤次世代育成対策（子育て支援）事業（拡充） ７０５

⑥児童福祉施設（保育所）運営 ６，５８４

⑦子育て支援センター運営 ２９４

⑧学童保育事業（放課後児童クラブ） ３０９

⑨私立幼稚園就園関係助成・補助 ３，４２４

⑩後期高齢者医療広域連合負担金 ５３１

⑪コミュニティソーシャルワーカー配置促進新○ ２５

⑫豊能圏域医療対策運営 ６８

４．自然を活かした個性ある産業の育成

①観光物産センター拡張整備事業新○ ２７１

②獣害対策事業 ３８２

③経営体育成促進事業 １３０

④経営体育成基盤整備事業 ５３６

⑤団体営ほ場整備事業換地業務 ５，０２７

⑥観光振興事業・観光案内所運営 ２１９

⑦土地利用計画調査事業 ２９２

⑧商工支援事業 ５１５

⑨町民カーニバル負担金事業 ３５０

５．計画の推進に向けて

①まちづくり計画検討 ３２

②広報「のせ」「声の広報」発行 ６７７

③住民自治推進支援事業・協働事業交付金新○ ５００

④総合行政システム管理運用 ６，４３５

⑤職員研修事業 １４６

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

平成１９年度当初予算については、平成１７年３月に策定した「能勢町自立経営プラン」及び「平成１９年度当初予

算編成に向けた基本方針（能勢町版骨太の方針）」のもと、将来に持続していく「まちづくり」という観点から、

「与えられた資源」のなかで「自主・自立」し、かつ、「能勢町」を後世につなげていくということに主眼に、「あ

るお金で予算を組む」という方針により全事務事業にわたり更なる見直しをはかり、かつ、事業の取捨選択の上

での編成を行なったものである。

これにより、一般会計予算額は、平成３年度以来１６年ぶりに４０億円を下回ることとなり、ピーク時と比較する

と１８億円程度の縮小となったが、本町の主要課題である、「し尿処理施設」や「ごみ処理施設」の建設の推進に

あわせ、「住民との協働の推進」を目的とした「自治区協働事業交付金」の創設、乳幼児医療助成対象年齢の引

上げや町有施設等の整備による次世代育成（子育て支援）対策事業の拡充及び産業振興施策として町内農産物の

直販施設である能勢観光物産センターの拡張整備事業などに重点的に財源を配分したものである。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額　９，１４７百万円　対前年度比　１１.６％減

平成１９年度一般会計予算　３，９０５百万円　対前年度比　１０.６％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

能 勢 町
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摂津市
■面積
行政区域面積 １４．８７H

市街化区域面積 １，３４９ha

■人口動態
人　　口 ８５，００９人
世 帯 数 ３４，０４８世帯
人口密度 ５，７１７人／H

人口伸率 △０．１％
高齢化率 １４．９％

茨木市
■面積
行政区域面積 ７６．５２H

市街化区域面積 ３，３１１ha

■人口動態
人　　口 ２６７，９６１人
世 帯 数 １０５，７８２世帯
人口密度 ３，５０２人／H

人口伸率 ２．８％
高齢化率 １５．５％

吹田市
■面積
行政区域面積 ３６．１１H

市街化区域面積 ３，６１１ha

■人口動態
人　　口 ３５３，８８５人
世 帯 数 １４９，５２５世帯
人口密度 ９，８００人／H

人口伸率 １．７％
高齢化率 １６．１％

三 島 地 域

高槻市
■面積
行政区域面積 １０５．３１H

市街化区域面積 ３，３２９ha

■人口動態
人　　口 ３５１，８０３人
世 帯 数 １３７，７５５世帯
人口密度 ３，３４１人／H

人口伸率 △１．６％
高齢化率 １９．０％

島本町
■面積
行政区域面積 １６．７８H

市街化区域面積 ３３７ha

■人口動態
人　　口 ２９，０５２人
世 帯 数 １０，８６７世帯
人口密度 １，７３１人／H

人口伸率 △３．６％
高齢化率 １６．９％
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１．すべての人がいきいき輝くまちづくり

①市政モニタリング調査事業新○ ９１

２．市民自治が育む自立のまちづくり

①市民協働学習センター事業 ２５７

②旧南竹見台小学校多目的施設改修事業 １３，９８９

３．健康で安心して暮らせるまちづくり

①後期高齢者医療制度準備事業 １５，２５３

②障害福祉ｻｰﾋﾞｽ等利用者負担軽減制度 ３，７８６

③子育て広場助成事業 １，６６３

④知的障害児・肢体不自由児通園施設保護者

負担金制度の拡充 ２５８

⑤（仮称）療育センター建設事業 ８１，５３０

⑥骨粗鬆症検診事業の拡充 １９２

４．個性がひかる学びと文化創造のまちづくり

①山田南小学校増築事業 ８３，６０８

②文化会館改修事業 １２，７６２

③地区公民館改修事業 ３６５

④（仮称）中西家住宅保存活用事業 ５１３

５．環境を守り育てるまちづくり

①南工場跡地対策事業 ５９，０５３

②やすらぎ苑整備事業 ８３，４８９

③廃棄物処理施設整備事業 ２２７，６５６

６．安全で魅力的なまちづくり

①地域防犯推進事業 ３２４

②コミュニティバス運行事業 ６，９０１

③交通バリアフリー化施設整備補助事業 ２０，７８９

④東部拠点整備事業 ４，３７６

⑤千里山駅周辺整備事業 ８２８

⑥千里南地区センター再整備事業 １，３４５

⑦西吹田駅前線立体交差事業 ８５４

⑧南吹田地域まちづくり検討調査事業 ４５０

⑨ＪＲ吹田駅南側駅前広場再整備 １４，４３８

７．活力あふれにぎわいのあるまちづくり

①商店街等魅力向上促進事業 ９００

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

今年度市長選のため、骨格予算としているものの団塊世代の退職が始まり、退職者数の急増に伴う人件費

の増や、廃棄物処理施設建設工事や東部拠点整備事業を始めとするビッグプロジェクトが動き出したことに

よる投資的経費の増等により、通常予算であった前年度より２.７％の伸びを示している。一方、歳入では全

体のおよそ６割を占める市税収入が、昨今の景気の高揚感を背景に前年度比較で４％の増と見込んでいる。

その他の財源では、所得譲与税の廃止により約１６億円の減、また定率減税の廃止により地方特例交付金と減

税補てん債の計２１億円の大幅な減収を見込み、市税の増を打ち消す以上の状態となり、収支均衡を図るため

基金の大幅な取崩しと臨時財政対策債の発行を余儀なくされる非常に厳しい状態が続いている。このような

厳しい財政状況にあっても、「福祉・健康」「少子化対策」の施策はもとより、「安心・安全」「都市創造」等

に関する施策に重点的に予算を配分した。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額 ２１０，６８７百万円　対前年度比　２.８％増

平成１９年度一般会計予算 １０２，３３３百万円　対前年度比　２.７％増

予算額
単位万円

予算額
単位万円

吹 田 市 骨格
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１．心がかよう共につくるまちづくり

①（仮称）庄所コミュニティセンター整備

１３，２９７

２．やさしさとやすらぎのまちづくり

①障害者自立支援事業 ２７２，２０２

②児童手当給付 ２５０，６２５

③社会福祉施設整備補助 ２９，６４３

④母子家庭等就労自立支援新○ １，０３３

⑤子育て総合支援センター運営新○ ３，２９１

⑥（仮称）庄所つどいの広場整備 ６，００７

⑦医療費助成 １７４，９４７

⑧がん検診 ２８，５８０

⑨後期高齢者医療事務 １８，５４７

⑩阿武野、奥坂学童保育室整備 ６，７４４

⑪介護予防事業、包括支援事業等地域支援事業

３７，３９７

⑫福祉資金貸付 ７，８３０

３．ひとが輝く育みのまちづくり

①少人数授業事業 ６，２６１

②私立幼稚園保育料の助成額の拡充 ８，９０８

③就労支援型預かり保育の実施（２園）新○ ２６３

４．調和のとれた都市環境のまちづくり

①ＪＲ摂津富田駅、阪急富田駅エレベーター等設

置補助 １９，９４８

②大蔵司橋の架け替え １５，５００

③古曽部中央公園施設・体育館整備 ９８，５３７

④（仮称）庄所公園整備 ３，５００

⑤市バスＩＣカードシステム導入新○ ２４，５８５

⑥水道施設耐震補強等整備 ４４，０００

５．安全で快適なまちづくり

①自転車用安全啓発カバーの作成 ３００

②コミュニティセンター、公民館へのＡＥＤ設置

８８２

③市営川西住宅の建替え ８９，６４９

④民間建築物に対する耐震診断費用の助成

１，６６５

⑤小、中学校体育館耐震改修工事等 ７７，０００

⑥学校園安全推進事業（小学校有人警備、小学校

１年生への防犯ブザーの配布） ６，６３９

６．にぎわいと活力のあるまちづくり

①有害鳥獣被害防除事業 １，４００

②市民林業士養成講座開催 ４３

③作業道開設 ４２５

④ワークサポートたかつき

（高槻市地域職業相談室）運営新○ ４６

７．計画の推進に当たって

①広報の充実 １３，１４１

②広聴・市民相談事業 １，２４６

③外部監査事業 １，６００
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平成１９年度当初予算編成は、４月に市長選挙が行われることから骨格予算とした。歳出においては、経常的な経

費は年間所見込額を計上し、また政策的な経費については、平成１８年度以前に決定している継続費、債務負担行為

に基づく事業とともに、実施時期等の関連から年度当初に計上すべき事業について所要経費を計上した。歳入にお

いては、原則、年間予算とした。その他、特別会計及び企業会計については、事業目的が確定していることから年

間予算とした。

高 槻 市

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額 ２０８，０３０百万円　対前年度比　２.４％増

平成１９年度一般会計予算 １９２，９７２百万円　対前年度比　１.７％減

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────
予算額
単位万円

予算額
単位万円

※骨格
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１．行財政改革を推進し、時代の変化に対応できる、

健全な行財政運営を

①民間活力の導入に関する指針の策定新○ ３１５

②セカンドステージサポート事業の実施新○ ６０

２．保健・医療・福祉を充実して、人権が尊重される都市づくりを

①食育推進基本計画の策定・講演会の実施新○ ７４６

②障害者自立支援法の円滑な運営に向けた改善策 １１，５３５

③高齢者の緊急一時保護を実施新○ ２７

④自殺防止の啓発新○ ９０

３．地域経済を活性化し、商工業と農林業の振興を

①企業立地の支援新○ ４，９８８

②中小企業経営革新等の支援新○ ２００

③観光カレンダーの配布新○ ５６６

④里山センターと里山の整備 ２，７１８

⑤市民農園の整備新○ ５，１７３

⑥大阪府植樹祭の開催新○ ３００

４．教育・文化やスポーツを振興して、活力に満ち

た文化都市づくりを

①小学１年生への防犯ブザーの配付新○ ７５

②子どもが自ら身を守る力の育成 ４７３

③放課後子どもプランの検討新○ ７４

④いじめ・不登校対策の充実 １，５２２

⑤小学校給食の委託化新○ ２，００９

⑥中学校昼食提供（デリバリー方式）のモデル実施新○ ３，５１６

⑦小・中学校施設の耐震化 ５４，６００

⑧小・中学校施設の整備 ４２，９７６

⑨彩都西小学校校舎の増築 ３，２４０

⑩市民会館建て替え構想の策定新○ ６００

⑪交響幻想曲「淀川」公演の実施新○ ７４５

⑫子ども伝統文化祭の実施新○ ９４

⑬（仮称）南地域体育館の建設新○ ５，７８０

５．次代をになう子どもたちへの施策を充実し、少

子化対策の推進を

①乳幼児医療助成の拡大 ６１，２５７

②産前・産後ヘルパーの派遣新○ ２３１

③妊婦一般健康診査公費負担の拡充 ４，３８４

④ぽっぽルームの土曜開所 ３１８

⑤在宅子育て家庭支援保育士の配置新○ １，６７５

⑥ブックスタート事業の実施新○ ４６７

⑦市立幼稚園での預かり保育の拡大 １，３４７

⑧親支援プログラム事業の実施新○ ５１

６．住みよい生活環境をまもり、安全・安心な都市

づくりを

①道路の新設・改良 １２９，９８１

②街路の整備 １６１，６３６

③建築物の適正な高さ制限に向けた調査新○ １，０００

④生活道路整備助成事業の実施新○ １，０００

⑤小川の親水整備新○ ４，８００

⑥公共下水道の整備 １９３，６００

⑦庁舎本館・南館のＩＳＯ１４００１認証取得 ５６４

⑧事業所における環境管理制度導入の促進新○ ４９０

⑨いばらき環境市民大学の開講新○ ２５

⑩地域住民へのごみ減量の啓発推進新○ １，７３４

⑪児童へのごみ減量の啓発推進 ２２４

⑫事業所へのごみ減量の啓発推進 １２８

⑬３Ｒ推進事業所調査の実施新○ ２４５

⑭耐震改修促進計画の策定新○ ２１，３８３

⑮耐震対策推進事業補助金の充実 ５６０

⑯耐震性貯水槽の整備新○ ２９，５００

⑰高機能消防総合情報システムの整備 １２，４０３

⑱住宅用火災警報器設置の啓発 ２９４

⑲ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の整備 １，０７７
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Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

“財政の健全性を確保しつつ、時代の変化に対応した施策の推進を図る。”
景気回復や税制改正等により増加する税等の一般財源を、市民の目線に立って、少子化対策の充実、子ども

のいじめ・不登校・安全対策、ごみの減量化と環境対策、耐震化の推進、都市基盤整備の推進など、時代の変
化に対応した施策に重点的に配分するとともに、将来の財政の健全性の確保に向け、土地開発公社保有資産の
計画的な買戻しや市債発行の抑制、将来に備えた建設基金の充実などを行った。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額 １５０，８４６百万円　対前年度比　０.７％減

平成１９年度一般会計予算 １７４，５８０百万円　対前年度比　０.０％増　

予算額
単位万円

予算額
単位万円

茨 木 市 ※

 自治大阪2007.05月号  07.6.27 11:35 AM  ページ 36



１．快適な都市機能

①南千里丘まちづくり事業新○ １４，６１８

②南千里丘土地区画整理事業新○ ７，２４３

③コミュニティプラザ整備事業新○ ２，６６８

④吹田操車場跡地利用検討事業 ２，１１４

２．健康な心と体

①戦没者慰霊事業 ６５

②人権啓発推進事業 ２７１

③せっつ女性プラン推進事業 ５０

④女性問題相談事業 ２３４

⑤地域福祉活動拠点整備補助事業新○ ９００

⑥ＪＲ千里丘駅・阪急正雀駅エレベーター

設置補助事業 ２７，３１８

⑦成年後見等開始審判申立事業 ３５

⑧権利擁護事業新○ １１

⑨障害者デイサービス等事業 １，１６８

⑩民間保育所入所承諾事業 １３０，２３２

⑪学童保育室施設整備事業 ２，４５２

⑫乳幼児医療費助成事業 １５，５１９

⑬第１児童センター園庭拡大事業新○ ８０

⑭妊産婦・乳幼児訪問指導事業 ２９５

３．文化と教育

①生涯学習フェスティバル開催事業新○ ５０

②私立幼稚園園児保護者補助事業 ２，５６８

③小学校英語活動推進事業新○ ６０

④環境教育推進モデル地域事業新○ ３０

⑤特別支援教育推進事業新○ ３０

⑥小学校耐震補強等事業 ４８９

⑦小学校校舎整備事業 ４１，５１１

⑧こども１１０番の家事業 ７３

４．産業と消費

①農業水路整備事業 １，２５６

②地域就労支援事業 １７４

③消費生活相談ルーム事業 ６９３

５．快適な都市環境

①市営住宅建替え事業新○ ５，８６０

②フォルテ摂津自転車駐車場管理事業 ２，９７２

③千里丘自転車・自動車駐車場整備事業新○ ５００

④防犯推進事業 ３３３

⑤犯罪被害者等支援事業新○ ２９

⑥防災資機材及び備蓄用品整備事業 ４２１

⑦震災対策推進事業 ７２５

⑧斎場補修事業 １，４８９

⑨千里丘三島線道路改良事業新○ ５００

⑩千里丘４５号線道路改良事業新○ １，０００

⑪千里丘南千里丘線歩道拡幅事業新○ ３００

⑫ポンプ場管理事業 ６，４１９

６．自立と協働

①ホームページ事業 １，０３３

②基幹業務オープンシステム事業新○ ３，９９５

③小学校跡地活用検討事業新○ ３００

④地域コミュニティセンター構想策定事業新○ ３０

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額 ５８，４８０百万円　対前年度比　３.７％増

平成１９年度一般会計予算 ３０，５２８百万円　対前年度比　５.０％増

予算額
単位万円

予算額
単位万円

摂 津 市
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平成１９年度の一般会計当初予算では、景気の回復に加え、税源移譲や定率減税の廃止による市税の大幅な

増加が見込まれているものの、扶助費の増や団塊世代の退職が始まったことによる退職手当の増により財源

不足は解消できず、引き続き厳しい状況が続いている。そのような厳しい状況の中ではあるが、「長期財政

基盤」の早期確立が、今後の市政運営の最重要課題であると認識し、将来の摂津市のために、次代を担う子

どもたちのためにどうしても必要なこと、今実行に移さなくてはならないことを「未来への有効かつ効果的

な投資」という形で実践すべく、「基盤整備」と「子ども」をテーマとして掲げ、重点的に予算配分を行っ

た。
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１．人間尊重

①人権啓発事業 ５０２

②人権文化センタ－施設整備事業 ２，２７０

③社会啓発事業 ５５２

２．自然環境の保全と都市環境の整備

①森林保全整備事業 ５７２

②環境対策事業 ８９８

③環境まちづくりセミナ－実施事業新○ ８７

④不法投棄ごみ防止パトロ－ル事業 ２１８

⑤住宅・建築物耐震化促進計画の策定新○ ７００

⑥浸水対策事業 ７６３

⑦自転車等駐車場整備計画策定事業 １，１７８

⑧防犯対策事業 １，３６４

３．自律・創造・協働

①自治振興事業 ７５８

４．まちの基盤整備

①ＪＲ新駅設置事業 １４３，９３１

②桜井村踏切調査測量事業新○ ５４０

５．保健・医療・福祉

①母子健康事業 １，３２７

②後期高齢者医療制度に係るシステム整備 ６，２６３

③地域福祉推進事業 ４，４７８

④福祉対策事業 ２，８９３

⑤地域子育て支援事業 ７６２

⑥母子自立支援事業 １４７

⑦年長者支援事業 １，０４７

⑧年長者在宅福祉事業 ３，６１０

⑨障害者更正援護事業 ７，１７４

⑩在宅障害者援護事業 １０，６６４

６．教育・生涯学習

①預かり保育事業新○ ２９５

②第二小学校既存校舎改造事業 ４，９９３

③地域食材学校給食推進事業新○ １０

④放課後子ども教室の実施新○ ２６０

⑤英語特区事業 ３，４７６

⑥地域教育の活性化 １２６

⑦青少年教育事業 ３８５

⑧スポ－ツ振興事業 ７０４

⑨歴史資料館管理事業 ７８７

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

平成１９年度の歳入は、町の自主財源である町税が、税源移譲により大幅な増加が見込まれるが、一方、所

得譲与税の廃止、減税補てん債や地方特例交付金（減収補てん分）が廃止となったこと、さらに、地方交付

税の減額などにより、主な一般財源収入は大幅な減額と見込まれる。一方歳出は、時代の変革期に対応すべ

く、第３次島本町総合計画に示された、まちづくりの６つの基本方針である『人間尊重』『自然環境の保全

と都市環境の整備』『自律・創造・協働』『まちの基盤整備』『保健・医療・福祉』『教育・生涯学習』に基づ

き、施策を着実に推進すべく予算編成を行った。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額　１９，２４１百万円　対前年度比　１.６％増

平成１９年度一般会計予算　１０，３８４百万円　対前年度比　５.６％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

島 本 町
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枚 方 市  

交野市  

大東市  

門真市 

守口市 守口市   守口市 
  寝屋川市 

四條畷市 

北 河 内 地 域

交野市
■面積
行政区域面積 ２５．５５H

市街化区域面積 ９１６ha

■人口動態
人　　口 ７７，６４４人
世 帯 数 ２７，２６９世帯
人口密度 ３，０３９人／H

人口伸率 ０．９％
高齢化率 １６．５％

枚方市
■面積
行政区域面積 ６５．０８H

市街化区域面積 ４，１３７ha

■人口動態
人　　口 ４０４，０４４人
世 帯 数 １５５，５５１世帯
人口密度 ６，２０８人／H

人口伸率 ０．４％
高齢化率 １６．２％

寝屋川市
■面積
行政区域面積 ２４．７３H

市街化区域面積 ２，１００ha

■人口動態
人　　口 ２４１，８１６人
世 帯 数 ９５，８９６世帯
人口密度 ９，７７８人／H

人口伸率 △３．６％
高齢化率 １７．３％

四條畷市
■面積
行政区域面積 １８．７４H

市街化区域面積 ５９０ha

■人口動態
人　　口 ５７，３４２人
世 帯 数 ２１，４１２世帯
人口密度 ３，０６０人／H

人口伸率 ４．０％
高齢化率 １５．７％

大東市
■面積
行政区域面積 １８．２７H

市街化区域面積 １，１８７ha

■人口動態
人　　口 １２６，５０４人
世 帯 数 ４９，０８２世帯
人口密度 ６，９２４人／H

人口伸率 △１．９％
高齢化率 １６．２％

門真市
■面積
行政区域面積 １２．２８H

市街化区域面積 １，１８６ha

■人口動態
人　　口 １３１，７０６人
世 帯 数 ５５，３８４世帯
人口密度 １０，７２５人／H

人口伸率 △２．９％
高齢化率 １７．６％

守口市
■面積
行政区域面積 １２．７３H

市街化区域面積 １，１７８ha

■人口動態
人　　口 １４７，４６５人
世 帯 数 ６２，９２８世帯
人口密度 １１，５８４人／H

人口伸率 △３．２％
高齢化率 １９．９％
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１．健康で心ふれあう生きがいのあるまちづくり

①歯科検診対象枠の拡大新○ ３８２

②保健予防の充実 １０

③児童手当の拡充 １５，７０７

④障害者福祉の充実 １２６

２．創造性をはぐくみ文化に親しむまち

①小・中学校の耐震補強実施設計業務 １，３１９

②小・中学校の屋内運動場耐震補強工事 ３４，１６０

③小学校音楽室のアスベスト除去工事 ７４９

④「もりぐち児童クラブ」の施設改修 ３，７００

⑤佐太天神紙本著色天神縁起絵巻の図録作成新○

２６７

⑥文化センターの改修 ３，１４４

⑦市民体育館の改修 ２，４４１

３．花と緑と水辺のある快適な定住空間

①住宅市街地総合整備事業 ７，２５６

②都市計画道路八島大久保線整備の促進 １０，４１９

③交通安全施設の整備 ３，２３６

④（仮称）大日東第２公園の整備 １，６４４

⑤放置自転車禁止区域の見直し ９０

⑥美化推進重点地区の指定（大日地区） １２８

⑦下水道の整備 ８５，６４３

４．豊かな暮らしを支える安全なまち

①自主防災組識の結成促進 ７０

②防災・洪水マップの作成・配付新○ ３７１

③簡易トイレの備蓄新○ ２５７

④地震ハザードマップの作成等新○ ４５２

⑤広域産業フェアへの参加支援 ５０

⑥クリーンセンターストックヤードの整備等

１８，７４６

⑦ごみ減量・リサイクルの推進 ５，５２６

⑧上水道の整備 ７８，８４０

５．市民参加の促進

①（仮称）もりぐち市議会なるほどガイド作成新○

５４
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平成１７年度から平成２３年度を計画期間とした「財政危機対策指針」を策定し、事務事業の見直しや新たな

歳入の確保に向け、鋭意取り組んでいる。このため、平成１９年度の予算については、当指針に示す平成２３

年度までの収支にこだわり編成作業を進めた。平成１９年度当初予算の総額は９８４億５５百万円、うち一般会計

予算は５３８億２千万円、対前年度比１.５％の増となっているが、借換え債約２０億円、繰上充用金約３２億円の

計５２億円を差し引くと、一般会計予算は１.５％の減となっている。新たな事業については、非常に限られた

予算となっているが、市民の安全・安心を確保するための事業を基本に市民福祉の向上に努めることとし

た。主な施策としては、市民保健センターで実施している「成人歯科健診」の受診対象者の拡充、災害に強

いまちづくりを目指し、住宅市街地総合整備事業の継続実施、災害時における地域の防災力の強化を図るた

めの「自主防災組織」の結成促進や市民の防災知識の高揚策、小中学校の耐震・老朽化対策やアスベスト除

去工事の他、ごみ減量・リサイクルの推進を図るため、その他プラスチックの分別収集の実施及び粗大ごみ

の有料化などを実施する。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額 ９８，４５５百万円　対前年度比　２.１％増

平成１９年度一般会計予算 ５３，８２０百万円　対前年度比　１.５％増

予算額
単位万円

守 口 市

予算額
単位万円
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１．人と自然が共生する環境保全のまち

①第２清掃工場建設事業 ６７２，５４９

②中宮浄水場排水処理施設更新事業 ４１，６００

２．やすらぎのなか、世代をつないで住みつづける

まち

①ため池耐震対策整備事業 ４８

②火葬場整備事業 ２０４，９６７

③牧野駅周辺整備事業 ７１８

④主要道路リフレッシュ整備事業 ３５０

⑤枚方藤阪線整備事業 １２，７６９

⑥楠葉中宮線整備事業 ８，３８６

⑦岡本町１号線横断歩道橋設置事業 ４，５００

⑧道路拡幅・改良事業 ３，２００

３．魅力にあふれ、生き生きとしたまち　

①総合文化施設ＰＦＩ事業 １６

②津田山の整備事業 ４５０

③市制施行６０周年記念全国七夕サミット開催事業

２５０

⑤歴史的景観保全事業 ２，３００

４．健康で心豊かな自立と共生のまち

①市制施行６０周年記念平和コンサート １５０

②市民の健康に関する施策（食育）推進事業 １６２

５．ふれあい、学びあい、感動できるまち

①市民との協働による「ふれあいルーム」開設事業

４８

②枚方市英語教育推進事業 ８７８

③学校園施設耐震補強事業 １０，９３０

④一時・特定保育事業 ４，１３０

６．みんなでつくる分権・市民参加のまち

①ひらかた便利帳の発行（市制施行６０周年記念版）

１，５３０
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①一般会計の予算規模は１，０７７億円（対前年度比４３億円、４.２％増加）

継続事業である２大プロジェクトで約４８億円の増加、退職手当で約１４億円の増加となったことなどから、予算

総額が対前年度比で増加している。

②市税収入は定率減税廃止と税源移譲などにより約５０億円の増加

③市制施行６０周年記念事業を実施

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額 ２２８，７３６百万円　対前年度比 ０.０％増

平成１９年度一般会計予算 １０７，７００百万円　対前年度比 ４.２％増

予算額
単位万円

予算額
単位万円

枚 方 市 ※骨格
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１．元気でいきいき活動できるまちづくり

①「人権を考える市民のつどい」の開催 ９５

②女性の心の悩み相談（フェミニスト・カウンセリング）の実施１８０

③マタニティマーク普及啓発事業新○ ２８

④「公開すこやか長寿」（ＮＨＫとの共催事業）新○ ２７

⑤認知症サポーター養成事業新○ ２２

⑥地域介護・福祉空間等整備事業 ３，０００

⑦中央高齢者福祉センター改修事業新○ １８０

⑧「（仮称）寝屋川市障害者長期計画（第２次計

画）」策定事業新○ ３８２

⑨民営化保育所選定委員会及び事業者検討会議新○ ５２

⑩母子家庭自立促進給付金新○ ４７１

⑪家庭支援推進保育所事業新○ １０

⑫障害児保育助成事業 ５４０

⑬生活保護適正化事業 ２，０６０

⑭後期高齢者医療保険事業新○ １３，９５７

２．安全で安心してくらせるまちづくり

①寝屋南土地区画整理事業 ６，０２８

②寝屋川市駅東地区市街地再開発事業 ５３，９３０

③香里園駅東地区市街地再開発事業 ４６，５４５

④耐震改修促進計画策定業務委託新○ ５００

⑤構造計算適合性判定委託新○ ５７２

⑥京阪本線連続立体交差事業 ４８７

⑦都市計画道路萱島堀溝線事業 ２８，９０６

⑧市道国守中央南北線事業 ６，５０３

⑨大利公園整備事業 １２，１４０

⑩自主防災組織整備事業 ５６０

⑪防災情報充実強化事業 １９９

⑫木田小学校校庭貯留浸透施設設置工事 ３，７５０

⑬焼却施設管理・整備事業 ２３，０００

３．文化を創造し生きる力を育むまちづくり

①小・中学校耐震補強事業 ５０，５２３

②学校安全緊急対策事業 ５，４３３

③英語指導助手派遣事業 ５，２８０

④英検受検料補助 ２０９

⑤寝屋川市英語教育特区発表会新○ ３４０

⑥医療的ケア体制整備推進事業に伴う看護師の配置新○ ３８８

⑦問題を抱える子ども等の自立支援事業新○ ９９

⑧子ども読書活動推進関連事業 ５７２

⑨放課後子ども教室推進事業新○ １，７５９

⑩池の里市民交流センター管理事業 ２，４５７

⑪マスコットキャラクター普及促進事業 ９４

４．くらしを支える活力あるまちづくり

①産業振興センター事業 ６９５

②商品券発行等支援事業 ９８０

③三市合同就職面接会 １０５

④市民と農の交流推進事業 １０３

⑤公募補助金交付事業 ２，０８５

５．元気都市　寝屋川づくりを推進していくために

①市民活動センター事業 ５８３

②人口移動要因アンケート調査の実施新○ ７６

③戸籍管理システム推進事業 ４，１８１
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平成１９年度予算は、骨格予算ではあるが、厳しい財政状況を念頭において、施策・事務事業の選択と集中

を図るとともに、市民の視点に立ったまちづくりを基本として、最少の経費で最大の効果をあげることを目

指した。

とりわけ、まちの将来を見据えた基盤整備として「寝屋川市駅東地区」「香里園駅東地区」の市街地再開

発事業を引き続き推進するとともに、英語指導助手派遣事業の拡充をはじめ、次代を担う人づくりのための

教育施策の充実に取り組むなど、元気でいきいき活動できるまちづくり、安全で安心してくらせるまちづく

り、文化を創造し生きる力を育むまちづくり、くらしを支える活力あるまちづくりを推進し、さらなる市民

サービスの向上につながる予算編成としたところである。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額 １３７，２５９百万円　対前年度比　２.９％減

平成１９年度一般会計予算 ０６８，６３０百万円　対前年度比　６.５％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

寝屋川市 骨格
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１．「互いに尊重し、健やかで、心安らかに暮らせる

まち」に向かって

①健康なまちづくり事業 ６００

②地域支援事業 １３，２３７

③河北養護老人ホーム移転関連事業 ３３，６１９

④街かどデイハウス事業 ２，８１３

⑤障害者地域生活支援事業 １６，１１２

⑥グループホーム等コーディネーター設置事業新○

３１２

⑦障害者保護費・障害者福祉作業所運営補助事業

５，２０２

２.「多様な個性が結び合い、心の通う楽しいまち」

に向かって

①市民協働推進事業 １２８

②アドプト制度活用事業新○ ３７

③国語力向上事業 ５，０７１

④子ども基本条例策定事業新○ ８０

⑤学校体育館耐震補強事業新○ ２４５

⑥南郷中学校改築事業新○ ３，８３６

⑦放課後子ども教室推進事業新○ ６９５

⑧乳幼児医療費 １６，２９０

３.「安定した暮らしを支える環境が整ったまち」に

向かって

①環境基本計画推進事業 １０８

②容器包装リサイクル分別収集事業新○ ２６，５２４

③駐車場・自転車駐車場整備事業 ７３，６１９

④道路施設等改良事業新○ ９，２４０

⑤南の子線改良事業 ８，２９２

（Ｈ１９～２０債務負担１７，４６２万円）

⑥下水道台帳システム整備事業新○ １，９００

（Ｈ１９～２２債務負担４，０００万円）

⑦管渠築造新設事業 ２１１，９２５

（Ｈ１９～２０債務負担２５１，７１３万円）

⑧消防力等整備事業 ３，８６４

４．「個性が輝き、活力と魅力にあふれるまち」に向

かって

①住工調和モデル地区事業新○ ４５５

②新産業創出・創業支援事業新○ ２，６８３

③中小企業経営支援事業新○ ９６６

④なみはや国体１０周年記念事業新○ １７０

５．基本計画を推進するにあたって

①市民会館改修事業新○ ３１，９００

②戸籍事務ＯＡ化事業 ８４３

③公立保育所民営化事業新○ ４７８

④給食調理委託事業 ２４，１４８
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平成１９年度予算編成方針では、本市のまちづくりを行っているのは市だけではなく、国や大阪府はもとよ

り、数多くの市民、企業、学校等が関与しており、多様な主体が持つエネルギーと市行政のコラボレーショ

ンにより、事業展開する市勢が大切としている。

これにより、事業構築・事業執行においては「費用対効果が発揮されるような『連携』を実施」すると

し、まちづくり手法の転換に力点を置くこととした。

また、事業分野では、更新期を迎えた施設の再整備、子育て支援・子どもの安全策、産業振興対策を強化

し、都市の成熟に向けた取り組みをすすめることとした。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額 ７３，１３２百万円　対前年度比　１.１％減

平成１９年度一般会計予算 ３８，２６４百万円　対前年度比　３.４％増

予算額
単位万円

予算額
単位万円

大 東 市
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１．ゆとりとうるおいのある市民生活を創造する都市

①コミュニティソーシャルワーカー配置事業 １，１６０

②障害者相談支援センター事業新○ １，３６８

③障害者日中一時支援事業新○ １，４５８

④放課後児童クラブ運営等事業 １４，１４５

⑤つどいの広場運営事業新○ ６９９

⑥母子家庭高等技能訓練促進事業新○ １２４

⑦民間保育園分園設置事業 ６，４１３

⑧市立保育所民営化推進事業 ６８

⑨男女共同参画施策推進事業 ９２

２．あたたかいふれあいのある生活文化を創造する

都市

①「わがまちが誇れる学校づくり」特区事業新○

２，２１６

②心のケア・特別支援教育事業新○ １４１

③小学校校舎等大規模改造事業 １６，８００

④小学校空調設備整備事業 ４，１６０

⑤教育センター運営事業新○ ６４７

⑥学校給食棟改修事業新○ ３，７３７

⑦生涯学習センター運営事業新○ ７，０７８

⑧体育館・グラウンド運営事業新○ ４２５

⑨図書館分館運営事業新○ ８９８

⑩門真市学校適正配置審議会（第３次）設置事業

新○ １４１

⑪幼児教育振興検討委員会事業新○ ９０

３．快適で便利な都市生活を創造する都市

①交通バリアフリー化設備整備事業新○ ３，３３３

②四宮土地区画整理事業 ９，２８０

③住宅市街地総合整備事業 ６４，６６２

④第１２次住居表示整備事業 １，３１１

⑤幸福町・中町まちづくり基本構想策定事業新○

３２０

⑥耐震改修促進計画策定事業新○ ６２４

⑦官民境界先行型地籍調査事業新○ ７２０

⑧第３次水道施設等整備事業 ３２，９２２

⑨公共下水道整備事業 ４７０，０００

⑩親水空間整備事業新○ ５００

⑪リサイクルプラザ運営委託事業 １，７７５

４．安全な市民生活と活力をはぐくむ産業を創造す

る都市

①自主防災組織活動事業新○ １１７

②産業振興ビジョン基礎調査事業新○ １００

③失業者等労働問題・生活再建相談事業 ２６９

④地域就労支援事業 ５４７

５．まちづくり基本目標の実現をめざす行財政運営

①地域通貨制度調査研究事業 ２００

②行政評価システム導入事業 ４８８

③戸籍総合システム運用事業 ７，１４４
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本市の財政状況は、経常収支比率１０２.０％と財政構造が一層硬直化している状態であり、依然として基金

依存体質から抜けきれない現状である。このように厳しくかつ苦しい状況において、経常経費の一層の削減

や一部事業の見直し等により、まちづくりや市民福祉の向上、教育環境の改善など、市民サービスを維持す

べく予算編成を行った。

本年度は、旧門真南高校跡地にて、市民の交流と活動及びスポーツ活動の場等を提供するため、門真市民

プラザの運営を開始する。また、教育の再生を図るため、「わがまちが誇れる学校づくり」特区により、小・

中学校の国語力と英語のコミュニケーション能力の育成に努める。さらに、「魅力あるまちの顔づくり」の

一環として、市役所周辺を含むまちづくり基本構想を策定するとともに、経済の活性化と産業のあり方や振

興の方向性を示す指針を作成するための産業振興ビジョン基礎調査を実施するなどにより、「財政の再建」

「市政の再生」の実現をめざす。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額　８４，５８２百万円　対前年度比　３.９％増

平成１９年度一般会計予算　４５，５０２百万円　対前年度比　１.０％増

予算額
単位万円

予算額
単位万円

門 真 市
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１．

①文書浄書印刷逓送事務 １，７１９

②戸籍事務 １，４２６

２．

①母子福祉事務 ３４７

②乳幼児医療費助成事務 ４，０２４

③後期高齢者医療事務新○ １，６７０

④身体障害者等在宅措置事務 ７９

⑤地域生活支援事務 ７８５

⑥障害者計画策定事務 １７３

⑦保育の実施事務 ６２５

⑧子育て総合支援センター事務 １１３

３．

①ごみ減量化・再資源化推進事務 ６５

②商業振興補助事務 ２５０

４．

①耐震診断促進事務 ４００

②砂地区まちづくり支援事務 ３５

５．

①救急活動事務 ２１２

②消防団運営事務 ２３５

③地域防災対策推進事務 １７３

④防災体制事務 ２３７

６．

①小学校管理事務 ２０９

②中学校管理事務 ２０９

③社会教育活動推進事務 ６００

④文化活動活性化事務 ３０

⑤放課後子ども教室推進事務新○ １４０

⑥文化財調査事務 ０

⑦ブックスタート関係事務新○ ６２
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平成１９年度の予算としては、第５次総合計画に基づいた取組みである市民・行政との協働によるまちづくり

の展開や市民の皆さまが快適で安心・安全に生活できるような施策の実施などに重点をおき、編成した。

とりわけ、快適で安心・安全なまちづくりへの取組みについては、避難場所に指定している市内小中学校

屋内運動場の耐震診断の実施や自主防災組織に対して資機材を配付し、地域の防災力を高めることとしてい

る。

また、子育て家庭に対する家庭訪問事業の実施及び虐待を含む児童家庭相談体制の充実を図ることとして

いる。

さらに、家庭から排出される廃プラスチック類の分別収集を開始し、ごみの減量化を図ることとしてい

る。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額　２９，８９４百万円　対前年度比　２.０％増

平成１９年度一般会計予算　１６，１２２百万円　対前年度比　０.８％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

四條畷市
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１．自然を守り環境と共生するまちづくり

①交野山森林公園の活用と維持管理 １，２１０

②剪定枝、伐木樹木の堆肥化 ５５０

③環境マネジメントシステムの構築新○ １６６

④（仮称）北河内広域リサイクル共同処理事業

２，２６９

⑤廃プラ実施地元説明会及びモデル事業費新○

４３０

⑥ごみの出し方マニュアル及び廃プラパンフの

配布新○ ３００

⑦「花と緑のボランティア育成講座」 １２１

２．快適で安心して暮らせるまちづくり

①耐震改修促進計画等の作成新○ ６００

②星田新池改修事業負担金新○ ２，３６２

③私部郡津線新設改良工事 ２，１２０

④星田私市線道路改良工事 ２，０００

⑤観光振興事業 ５２

３．健やかで、支えあい、ふれあいに満ちたまちづ

くり

①個別市民健診事業 １３，９９７

②個別予防接種事業 ７，３０８

③母子保健事業 ３，３２８

④高度救命救急負担金 １６０

⑤地域子育て支援センター新設新○ ２，１００

⑥ショートステイ・トワイライト事業 ２６

⑦ファミリーサポートセンター事業 ２１６

⑧つどいのひろば事業 ２０１

⑨乳幼児医療費助成 １１，６４８

⑩発達障害者巡回相談 １３３

⑪育児支援家庭訪問事業 ３２３

⑫セーフティーネット支援対策等事業 ５８３

⑬特定健診、特定保健指導に係る実施計画の

策定新○ ３５０

４．育ち、学び生きがいのあふれるまちづくり

①小学校英語活動指導者派遣事業 ２２８

②学校耐震二次診断 １，５４１

③放課後子ども教室の開設新○ ９４

５．人と文化が和むまちづくり

①平和と人権を守る宣言都市の推進 ５７

②ＮＰＯ法人交野国際交流協会の支援 ０

③文化遺産の維持保全と普及啓発 １，６５６

６．市民とともに活力あふれるまちづくり

①まちづくりワークショップ事業新○ ２３

②パブリックコメント制度の実施 ０

③基幹系システム業務最適化計画策定委託新○

３１５

④施設予約管理システム ２９９
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平成１９年度予算要求にあたっては、１８年度当初予算額の一般財源ベースの１０％削減を基本として、課ごと

に枠配した額を上限として各部の長が査定し、部単位での要求することとした。

臨時的経費のうち、特に重要と判断するものについては別予算とし、緊急性・必要性及び投資効果を検討し、

特定財源の確保できるものを優先的に要求し、政策的経費と判断する要求について別に要求することとした。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額　４２，４７５百万円　対前年度比　１０.４％増

平成１９年度一般会計予算　２４，６５５百万円　対前年度比　１５.３％増

予算額
単位万円

予算額
単位万円

交 野 市

 自治大阪2007.05月号  07.6.27 11:35 AM  ページ 46



47自治大阪 ／ 2007 － 5

大 阪 市  

大阪市
■面積
行政区域面積 ２２２．１１H

市街化区域面積 ２１，１４５ha

■人口動態
人　　口 ２，６２８，８１１人
世 帯 数 １，２４５，０１２世帯
人口密度 １１，８３６人／H

人口伸率 １．２％
高齢化率 ２０．１％

大 　 阪 　 市
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Ⅰ．市民から信頼され、新たな活力を創出するまちに

（２，４０６，７００）

Ⅱ．人がいきいきと輝き、ゆとりと豊かさを実感で

きるまちに

１．安全で安心できる、みんなで支えあう大阪

（９１，７５２，２００）

①こども・青少年のための施策

②高齢者のための施策

③障害者のための施策

④ホームレス対策と福祉活動の支援など

⑤保険・医療の充実

⑥安全で安心できるまちづくり

⑦防災体制の確立

⑧都市耐震化の推進

⑨治水、浸水対策

⑩消防力の充実

２．快適で住みよい、魅力的な環境先進都市大阪

（１６，７２４，２００）

①水の都大阪の再生と都市景観の形成

②花と緑豊かなまちづくり

③快適で便利な住環境づくり

④ひとにやさしいまちづくりの推進

⑤快適な都市環境づくり

⑥循環型社会の構築

Ⅲ．新しい文化や産業を創造し、活力と魅力あふれ

るまちに

１．人々が集い新産業が生まれる、活力ある大阪

（２２，８７４，８００）

①都市再生・プロモーションの推進

②新産業の創出支援

③中小企業の活性化と消費生活の充実

④観光集客力の向上

⑤雇用の安定と創出

⑥まちの再開発と区画整理

⑦臨海部のまちづくり

⑧都市交通網の整備

⑨道路・橋梁の整備と駐車対策

⑩上水道の整備

２．人が輝き新しい文化を生む、世界に貢献する大阪

（５，９６３，９００）

①学校教育の充実

②文化の振興

③スポーツの振興

④生涯学習と女性のための施策

⑤市民との協働と区政の充実

⑥人権施策の推進

⑦国際交流・協力の推進
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地方分権の推進に伴い、個性と創造性を発揮して、さらなる市民福祉の向上や次世代に誇れる都市の確立をめ

ざすことが求められていることから、「持続可能な都市づくり」という視点に立って市政改革を断行し、行財政運

営の効率化をはかるとともに、「負の遺産」の処理についても着実に取り組みながら、市民とともに、大阪市とい

う都市全体の活性化につながる、新しい発想に立った戦略による都市の創造をめざすこととした。予算編成にお

いては、職員数の削減や給与構造改革等の取り組みはもとより、真に必要なものを厳しく精査するとともに、創

造都市戦略の推進や、こども・青少年の健全育成の取り組みと安心して暮らせる地域づくりをめざした施策への

選択と集中をはかることとした。

これにより、大阪が持つ都市の潜在力を引き出し、内外から多くの人・もの・情報が集まり、新しい文化や産

業を生み出す活力と魅力に満ちた「創造都市大阪」をめざす。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額　４，０４２，４０４百万円　対前年度比　２.０％減

平成１９年度一般会計予算　１，６２６，１７８百万円　対前年度比　１.６％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

大 阪 市
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八尾市  

柏原市  
  

東大阪市 

中 河 内 地 域

八尾市
■面積
行政区域面積 ４１．７１H

市街化区域面積 ２，７２３ha

■人口動態
人　　口 ２７３，４８７人
世 帯 数 １０５，７４６世帯
人口密度 ６，５５７人／H

人口伸率 △０．５％
高齢化率 １９．２％

東大阪市
■面積
行政区域面積 ６１．８１H

市街化区域面積 ４，９８１ha

■人口動態
人　　口 ５１３，８２１人
世 帯 数 ２１２，０７２世帯
人口密度 ８，３１３人／H

人口伸率 △０．２％
高齢化率 １８．４％

柏原市
■面積
行政区域面積 ２５．３９H

市街化区域面積 ９３１ha

■人口動態
人　　口 ７７，０３４人
世 帯 数 ２９，２８４世帯
人口密度 ３，０３４人／H

人口伸率 △２．８％
高齢化率 １６．９％
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１．地域経営システム

①男女共同参画施策推進事業 ９６０

②小学校区集会所整備事業 ４，７４０

③八尾河内音頭まつり支援事業 ２，０００

２．健康福祉

①新地域福祉計画の策定新○ ６９９

②高齢者保健福計画の見直し新○ ２０２

③障害者基本計画の見直し ７５０

④グループホーム等運営支援補助金事業

（知的及び精神） １，９３２

⑤保育所待機児童解消計画の推進事業 ２２３，１１８

⑥私立保育所運営費補助事業（障害児保育支援・

延長保育・一時保育等） ６８，６２８

⑦病児・病後児保育事業 １，４１８

⑧つどいの広場事業 １，３７９

⑨公立保育所駐車場整備事業新○ ２９０

⑩公立保育所民営化推進事業 ２２，６３２

⑪予防接種事業 １９，７７５

⑫健康診査事業 ４４，３５７

３．教育文化

①市立幼稚園預かり保育事業 ２，０４９

②放課後子ども教室推進事業新○ １，５４５

③小・中学校耐震診断及び耐震補強事業 ４，９５０

④特別支援教育推進事業 １５４

⑤図書館サービスの充実事業 ２２６

⑥既設給食施設更新事業 １，４７０

⑦市指定文化財等保存・活用事業 ２４，２８９

４．産業経済

①地域就労支援事業 １，２１８

②中小企業サポートセンター事業 ３，２６９

③商業共同施設設置補助事業 ６３３

④空き店舗活用促進事業 ５００

５．生活環境

①一般廃棄物処理基本計画（ごみ編）推進事業

４９７

②指定袋等による分別収集事業 １３，１８６

③粗大ごみ戸別収集事業 ２，０７０

④環境の監視（騒音監視） ６１０

⑤予防広報推進事業 １７９

⑥廃棄物処理センター建替事業 １３６，４３３

⑦第２次救急医療機関の充実促進 ９１３

６．都市基盤

①自転車駐車場整備事業 ４４０

②市営大正住宅建替事業 ８８，０６１

③市営西郡・安中住宅機能更新事業 ３２，５８２
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平成１６年９月に策定した「八尾市財政健全化基本方針」の最終年度として、昨年度に引き続き職員数の削

減等による人件費の抑制をはじめ、経常経費及び投資的経費の一部において対前年度マイナスとなる要求上

限額の設定、同和関係団体等への委託事業見直し、補助金、繰出金、外郭団体等の見直しにより財源の捻出

に努めた。しかしながら、歳入の確保が依然として厳しい状況にあることから、財源対策のため基金を活用

することで、全体として市民サービスの低下を来たすことのないように予算配分を行った。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額　１８４，２０１百万円　対前年度比　０.１％増

平成１９年度一般会計予算　０８５，４５８百万円　対前年度比　１.９％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

八 尾 市 骨格
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１．都市基盤のまちづくり

①上市今町線整備事業 ２０，６７２

②道路新設改良事業 １３，２００

③都市近郊農空間整備事業新○ ８，２００

④水路改修事業 ８５６

⑤市道維持補修事業 ８００

２．教育・文化・人権のまちづくり

①堅上小・中学校一貫教育事業 １，３０８

②中学校校舎耐震化事業 ５，３１５

③スタディ・アフター・スクールモデル事業

９３９

④幼稚園預かり保育モデル事業新○ １６８

⑤放課後子ども教室推進事業新○ ４７０

⑥小学校施設整備事業 ７４７

３．生活環境のまちづくり

①防火水槽設置事業 ４，１８９

②リサイクル促進事業補助金新○ ３６０

③浄化槽設置整備事業新○ ３７０

４．産業のまちづくり

①中小企業開業資金融資利子補給金 ２００

５．市民参加と協働のまちづくり

①コミュニティ会館整備事業 ６，１３０

②戸籍電算化事業 ２３４

③ＦＭ放送による市政情報提供 ８０
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Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

一般会計予算については、平成１９年度も１８年度に引き続き、本市の適正予算規模と考える２３１億円（市民

１人当たり３０万円×人口７万７０００人）を堅持する。

しかし、１９年度においては、一部の特別会計などで単年度的に支出の増が予想されるため、引き続き積

極的に節減に取り組むこととしている。一般会計では前年度比０.４％の減であるが、特別会計や企業会計を

含めた全体では逆に前年度比４.１％の増となっている。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額 ５４，４６９百万円　対前年度比　４.１％増

平成１９年度一般会計予算 ２３，００７百万円　対前年度比　０.４％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

柏 原 市
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１．市民が主体となったまちづくり

①自治集会所整備助成事業 ３，３００

②地域まちづくり活動助成事業 ９００

③防犯灯設置費補助事業 １，０８０

④電子入札システム導入経費 １，１９２

⑤男女共同参画プラン推進事業 ２５５

２．市民文化を育むまちづくり

①文化推進事業 １１９

②旧河澄家整備事業 ２，４００

③大規模スポーツ施設運営補助金 ５，０００

④東大阪市地域研究助成金事業 ２５０

⑤愛ガード運動推進事業 １，４３５

⑥いじめ防止対策経費新○ １，００９

⑦放課後子ども教室推進事業新○ １，４００

⑧小学校建設事業 １３２，２３１

⑨中学校建設事業 ４２，５３６

⑩幼稚園整備事業 ５，７６５

⑪高等学校整備事業 １２，９７０

３．健康と市民福祉のまちづくり

①高齢者等住宅改造助成事業 ４，５３６

②高齢者向け優良賃貸住宅供給促進事業 ３，１６０

③障害者ケアホーム運営安定化事業新○ ７，３２５

④障害者自立支援法内施設移行促進事業新○ １９０

⑤地域移行支援センター事業 ９２０

⑥鉄道駅舎エレベーター整備補助事業 １１，３６９

⑦母子家庭等就業・自立支援センター事業新○

４００

⑧つどいの広場事業新○ １，３０８

⑨特定不妊治療助成事業 ３，６０３

４．活力ある産業社会を切り拓くまちづくり

①技術交流プラザ事業 ２，０３０

②モノづくりクラスター推進事業 １，９００

③モノづくり立地促進事業 ４，９０２

④若年者等雇用実態調査事業新○ １００

⑤小売商業活性化先進モデル事業新○ ２，２３０

⑥商店街・小売市場集客力強化事業新○ ９００

⑦中小企業振興補助事業 ２，３１８

⑧まちナビ（情報発信）支援事業新○ ５００

⑨消費者対策事業 ２，０９０

５．安全で住みよいまちづくり

①大阪外環状線鉄道建設事業 ４５，４１２

②大阪外環状線連続立体交差事業 ８６，５００

③大阪モノレール整備関連経費 ２００

④近鉄奈良線連続立体交差事業 １３２，４６２

⑤街路整備事業 １７９，４８３

⑥河内花園駅前地区市街地再開発事業 １０３，５６６

⑦公共下水道事業 ７７２，０７４

⑧道路新設改良事業 ２６，１９４

⑨密集住宅市街地整備促進事業 １６，５３０

⑩民間建築物耐震改修促進経費新○ １，４１０

⑪再生資源分別推進補助金新○ ３９０

⑫地域防災計画修正経費新○ ３３０

⑬消防施設整備事業 １５，９３６

⑭防災対策事業 ３，１２９
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平成１９年度の当初予算は、少子高齢化等に伴う扶助費や介護保険・国民健康保険事業特別会計への繰出金
などの社会保障関係費の増加に加え、団塊の世代職員の退職による退職手当の増加などにより多額の財源不
足が見込まれたものの、緊急に対応すべき施策の峻別と、集中改革プランの着実な実行など、効率的な財源
配分により予算総額の増加を抑制するとともに、退職手当債や基金の活用で財源を確保することにより市民
の声に応える予算編成を行った。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額　３５５，４１８百万円対前年度比　３.９％増（１.４％増）

平成１９年度一般会計予算　１６８，９８６百万円対前年度比　１.７％増（０.４％増）

予算額
単位万円

予算額
単位万円

東大阪市 ※
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松原市 

藤井寺市 藤井寺市 藤井寺市 

羽曳野市 

太子町 

河南町 

千早赤阪村 

河内長野市 

富田林市 
大 
阪 
狭 
山 
市 

大 
阪 
狭 
山 
市   

大 
阪 
狭 
山 
市   

  

南 河 内 地 域

羽曳野市
■面積
行政区域面積 ２６．４４H

市街化区域面積 １，３３７ha

■人口動態
人　　口 １１８，６９５人
世 帯 数 ４３，２２５世帯
人口密度 ４，４８９人／H

人口伸率 △０．５％
高齢化率 １９．２％

松原市
■面積
行政区域面積 １６．６６H

市街化区域面積 １，２７９ha

■人口動態
人　　口 １２７，２７６人
世 帯 数 ４８，４８０世帯
人口密度 ７，６４０人／H

人口伸率 △４．０％
高齢化率 １９．１％

藤井寺市
■面積
行政区域面積 ８．８９H

市街化区域面積 ７５３ha

■人口動態
人　　口 ６５，７８０人
世 帯 数 ２５，１８９世帯
人口密度 ７，３９９人／H

人口伸率 △１．５％
高齢化率 １９．２％

太子町
■面積
行政区域面積 １４．１７H

市街化区域面積 ２３８ha

■人口動態
人　　口 １４，４８３人
世 帯 数 ４，８４０世帯
人口密度 １，０２２人／H

人口伸率 ２．１％
高齢化率 １６．５％

河南町
■面積
行政区域面積 ２５．２６H

市街化区域面積 ２３６ha

■人口動態
人　　口 １７，５４５人
世 帯 数 ６，４１９世帯
人口密度 ６９５人／H

人口伸率 １．２％
高齢化率 １９．６％

大阪狭山市
■面積
行政区域面積 １１．８６H

市街化区域面積 ７４１ha

■人口動態
人　　口 ５８，２０８人
世 帯 数 ２１，８０７世帯
人口密度 ４，９０８人／H

人口伸率 ２．１％
高齢化率 １７．２％

富田林市
■面積
行政区域面積 ３９．６６H

市街化区域面積 １，５７９ha

■人口動態
人　　口 １２３，８３７人
世 帯 数 ４４，８３４世帯
人口密度 ３，１２２人／H

人口伸率 △２．２％
高齢化率 １７．６％

河内長野市
■面積
行政区域面積 １０９．６１H

市街化区域面積 １，５２７ha

■人口動態
人　　口 １１７，２３９人
世 帯 数 ４０，９００世帯
人口密度 １，０７０人／H

人口伸率 △３．１％
高齢化率 １９．３％

千早赤阪村
■面積
行政区域面積 ３７．３８H

市街化区域面積 １３０ha

■人口動態
人　　口 ６，５３８人
世 帯 数 ２，１２２世帯
人口密度 １７５人／H

人口伸率 △６．２％
高齢化率 ２４．３％
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１．防災安全

①同報系防災無線整備 ２，５００

②公共施設等耐震調査 ２，９５３

③小学校耐震及び補強工事 ２１，２０２

④中学校耐震及び補強工事 １１，３８２

⑤幼稚園耐震診断 １，５００

⑥学校緊急安全対策 ５，２７６

⑦消防施設整備 ４，６４３

２．学校教育

①中学校給食事業 ２，２３９

②英語指導助手配置事業 ３，１３７

③トイレ改修事業 ３，３５０

④学校図書館教員補助員配置 １，４０１

３．子育て支援

①児童手当給付事業 ９０，９４２

②学童保育事業 １３，８９９

③予防接種事業 １５，０６１

④つどいの広場事業 ２，０２３

⑤ひとり親家庭等自立支援対策事業 ９６３

⑥育児支援家庭訪問事業 ８５

４．福祉・保健衛生

①コミュニティソーシャルワーカー配置 ２，６１０

②後期高齢者医療制度負担金 ２，２３８

③国保ヘルスアップ事業 ６４５

５．まちづくり

①街なみ環境整備事業 １３，６９７

②富田林駅前整備事業 ８，２１３

③中層市営住宅再整備事業 ７，１６０

④甲田桜井線新設事業 ５，１４４

⑤竜泉１号線拡幅事業 ７，４８６

６．環境

①浄化槽市町村整備事業 １５，４１９

②公害対策事業 １３５

③ＩＳＯ認証取得補助 １００

７．市民協働・国際化

①市民公益活動推進事業 １１６

②地域集会所等整備事業 ６，０８５
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平成１９年度においては、地方税収入や地方交付税の原資となる国税収入が増加するものの、社会保障関係

費の自然増により、依然として大幅な財源不足が見込まれ、行財政を取り巻く環境は大変厳しい状況にある

ことから、引き続き安定した財政基盤の構築と、市民ニーズへの的確な対応を図り、市民の協働のもとで、

行財政運営に取り組む。１９年度予算については、４月に市長選挙を控えていることから、新たな施策や制

度の拡大等については極力避け、子育て支援、防災、義務的経費を中心とした骨格予算として編成した。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額　６９，９８５百万円　対前年度比　３.８％増

平成１９年度一般会計予算　３４，３１７百万円　対前年度比　０.６％増

予算額
単位万円

予算額
単位万円

富田林市 骨格
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１．環境調和都市

①公園遊具等安全対策事業 ４５０

②第２清掃工場建設関連の環境整備事業 ５００

③森林プラン推進事業新○ ２，７４９

④滝畑千石谷地区市所有森林の管理 ８１５

２．共生共感都市

①地域福祉活動支援事業 ９７７

②南花台ふれあいプラザの開設新○ ４４

③地域コミュニティソーシャルワーカー配置事業２，６００

④新予防給付事業の体制充実 ３，６５３

⑤高齢者地域介護・福祉空間整備等交付金事業新○

４，０００

⑥障害者作業所運営補助事業 ３，１４２

⑦障害者自立支援法円滑施行特別対策事業新○

２，９５０

⑧河内長野市障害者長期計画改訂事業の実施 ２８０

⑨児童手当の乳幼児加算の創設 ７８，５００

⑩特定健診・保健指導事業新○ ３００

⑪後期高齢者医療広域連合設立事業の実施 ５，５０７

３．元気創造都市

①放課後子ども教室事業の実施新○ １５４

②放課後児童会施設の整備新○ ２９４

③子育て家庭ほっと支援事業の実施新○ ５１２

④地域子育て支援事業の実施 ７７４

⑤教育情報化推進事業新○ ９８１

⑥長野小学校校舎増築事業新○ １０，１７９

⑦小・中学校施設大規模改造事業 ２８，１７８

⑧子ども教育支援センター事業新○ ４４１

⑨子ども見守りパトロール事業 ６３１

⑩歴史遺産活用事業新○ ４８５

⑪国指定史跡保存整備計画策定事業新○ ７０８

⑫新規就農者育成支援事業新○ １００

⑬農村総合整備事業 １１，７８５

⑭ふるさと農道整備事業 １０，３９５

４．安全安心都市

①公共施設にＡＥＤ「自動体外式除細動器」の設

置 ３５０

②アスベスト対策 ４，６５７

③自主防犯活動推進事業 ２００

④消防防災拠点施設の整備 ５９，６００

⑤消防施設・設備整備事業 ７，０５５

⑥耐震改修促進計画の策定新○ ８００

⑦自主防災組織活動推進事業助成新○ １７

⑧河合寺竜泉寺線の整備 １５，４５０

⑨三日市１号線の整備 ９，８００

⑩配水施設等改良事業 １１１，１３８

⑪公共下水道の整備 １２２，９２８

⑫市設置型浄化槽の整備 ５，１０８

⑬市営斎場の建替 ４，５００

５.自立協働都市

①（仮称）市民公益活動支援センターの整備新○

４，４８４

②市民公益活動支援・協働促進事業 ４３９

③アドプト制度の実施 ５３

④校区内交流会の開催新○ ３０

⑤土地開発公社経営健全化計画の推進新○ ３７３，９３５

⑥文化施設予約システム構築事業 ２８１

⑦コンビニ収納の拡大 ９７６
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平成１９年度予算は、歳入面では、市税が税制改正により増加したものの、税源移譲に伴う所得譲与税の廃

止、定率減税の廃止に伴う地方特例交付金の減により、一般財源全体では減少し、歳出面では、社会保障関

係経費の増、公債費の増、退職手当の増など、非常に厳しい財政状況の中、更なる財政健全化に向けた取り

組みを最優先課題とし、人件費の抑制や事務事業等の見直しを行い、安全・安心対策をはじめ、次世代育

成、教育環境整備、協働のまちづくりといった新たな重要課題への対応と、本市の特色である森林や文化財

などの貴重な資源を有効活用した地域振興策を推進する予算とした。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額　７２，３９６百万円　対前年度比　６.２％増

平成１９年度一般会計予算　３２，３５０百万円　対前年度比　３.２％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

河内長野市
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１．健康で明るい文化都市の建設

①食の安全流通対策等事業 １，２３１

②国際化事業 ２，７３４

③地域国際化支援事業 ５１５

④都市近郊農業振興対策運営事業 ４７１

⑤市民雇用創出事業 ２，８７６

⑥中小企業融資事業 ６，４００

⑦地域商業活性化事業補助 ９１１

⑧情報化推進事業 ３，４１０

⑨（仮）北新町大池公園整備事業 １６，０００

⑩特色ある道づくり（我堂一津屋線等） ２９，７３０

⑪道路新設事業（北新町１９号線） ３，１００

⑫緑化推進事業 ６１１

２．自然環境の保全と災害に強い街づくり

①防犯等補助事業 ２，６３１

②資源ごみ収集・中間処理業務 ４，９８６

③環境保全事業 ９１０

④ごみ減量・啓発事業 ２，０７４

⑤下水道事業特別会計繰出金 ２１９，６００

⑥浸水対策（配水管布設等） ２，３００

⑦消防ポンプ自動車購入事業 １，８００

⑧高規格救急自動車・高度救命資機材購入 ３，１００

⑨消火栓施設整備事業 ９００

３．高齢者と障害者に優しい都市基盤の整備

①公共施設循環バス運行事業 １，９３１

②交通安全対策（歩道設置工事等） ４，３２４

③放置自転車対策（自転車撤去、保管返還） ２，６０５

４．倫理観をもった個性を伸ばす教育の実現と生涯

学習の充実

①市立小学校セフティスクールサポート事業 ３，０９０

②小中学校情報教育運営事業 １０，６０６

③総合的教育力推進事業 １，２５６

④特色・個性化教育推進事業 １，４０５

⑤教育用ネットワーク事業 １，２４７

⑥小中学校大規模改造事業（耐震補強・老朽化改

造） ７３，０４９

⑦各中学校特別教室空調設備新設工事新○ ５８４

⑧文化施設運営管理事業 １６，６４１

５．福祉，医療，介護の三本柱の充実

①高齢者福祉事業（生活支援・生きがい対策）

１５，２６１

②障害者福祉事業（介護等福祉事業） ９０，０４２

③障害者福祉事業（自立生活支援事業） １４，１３２

④障害者福祉事業（社会参加促進事業） １７，０４１

⑤障害者福祉事業（施設入所事業） ３９，８６３

⑥児童福祉事業（母子福祉，保育） １３２，９７４

⑦子育て支援事業（病後時保育等） ２，７８２

⑧子ども未来基金事業 １０，０００

⑨市立松原病院補助 ５０，６５０

⑩乳幼児医療費助成事業 ２３，８１６

⑪保健対策（予防接種，老人保健，母子保健）

４１，９２８

⑫高齢者介護予防事業 ６，３６８

⑬高齢者介護支援事業 ２，８１６
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景気に回復感が現れ始めたものの、一応の終息を迎えた三位一体改革によってもたらされた税源移譲によ

る市税への跳ね返りはあまり期待できず、地方交付税の圧縮と同時に基金の枯渇が本市の元来脆弱な財政基

盤に追い討ちをかけている。そのような状況においても、社会的弱者とされる高齢者・障害者・母子・子ど

も等に対する対策に重点をおき、特に教育環境の安全対策や生活面や学業面のサポートを拡充させるなど、

市全体が協働の名の下に安心・幸せに暮らせる街づくりを目指し、予算編成を行った。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額　８６，０５９百万円　対前年度比　３.８％増

平成１９年度一般会計予算 ３６，４１０百万円　対前年度比　０.７％増

予算額
単位万円

予算額
単位万円

松 原 市
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１．『安全・安心、快適で住みやすいまち』づくり

①防災ハンドブック作成新○ ８９０

②古市駅西地区環境整備事業 ５，０００

③市営住宅ストック総合改善事業 ５，４８７

④道路整備事業 ８７，６８６

⑤峰塚公園整備 ２０，３３６

⑥バリアフリーに関する基本構想策定新○ ３５６

⑦公共下水道事業 ５３４，６２７

⑧交通安全施設整備事業 ２，９１３

⑨耐震改修促進計画策定新○ ９００

⑩消防ポンプ車購入新○ １，８５０

⑪ごみ減量・リサイクル事業 １，０５４

⑫都市計画マスタープラン作成 １，０１４

２．『健康で生き生きと暮らせるやさしいまち』づくり

①後期高齢者医療制度実施体制の確立 ７，４２１

②特定健診・特定保健指導実施計画策定新○ ２，３１１

③自立就労支援員設置新○ ２５５

④乳幼児医療費助成事業 １９，６９３

⑤予防接種費 １０，９５８

⑥障害者自立支援事業 ９１，９０７

⑦老人福祉援護事業 １５，０６３

⑧身体障害者・知的障害者医療費助成事業 １４，９３５

⑨老人医療費助成事業 ９３，３２８

⑩介護保険事業 １０９，９５７

⑪障害者等相談支援事業 ２，８４２

３.『次代を担う子どもを育むまち』づくり

①子ども家庭サポーター電話相談新○ ６

②向野第１保育園増改築事業 ６９，２４１

③保育園等緊急１１０番通報システム新○ ３１５

④学校耐震診断・耐震補強事業 ７，６９０

⑤古市小学校屋内運動場改築事業 ２，２００

⑥保育園施設管理運営費 ３３，３０７

⑦民間保育所運営費 １２４，６０３

⑧特別支援教育体制推進・教育相談充実事業 ２１５

４.『魅力ある地域社会を拓く活力あるまち』づくり

①ウォーキングロード・健康広場整備新○ ３，２００

②道の駅「しらとりの郷・羽曳野」の整備４，８２５

③地域就労支援事業 ９６１

④人権施策企画調整・人権擁護推進事業 ６７４

⑤ふれあい健康まつりの充実 ３００

⑥文化財保護事業 ２，１１９

⑦土地改良事業 ７，９０８

⑧商工振興事業費 １，４６３

５.『信頼に基づく市民とともにつくるまち』づくり

①タウンミーティングの開催 ２０

②（仮）市民公益活動支援センター準備委員会の

設置新○ ４９９

③軽自動車税コンビニ収納事務新○ ７７

④事務事業評価の試行 ―

⑤行財政改革の推進 ―
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平成１８～２７年度を計画期間とする「第５次総合基本計画」を策定して実質的には最初の予算となる平成１９年

度予算は、その将来像である「人・時をつなぐ　安心・健康・躍動都市　はびきの」の実現をめざして、「賑わ

い・交流拠点の創生・充実」、「子どもたちが育ち、人が生き生きと暮らせる環境づくり」に重点をおいた。

具体的には、道の駅「しらとりの郷・羽曳野」の６月開設、バリアフリー基本構想の策定、古市駅前広場予

定地の有効活用、峰塚公園の平成２０年度全体開園に向けた整備、特定健診・特定保健指導事業実施計画の策定、

はびきのコロセアムのウォーキングロード・健康広場等の整備、保育園の統合整備、保育園緊急１１０番通報

システム整備、義務教育施設の整備などである。

本年度の予算は、上記の考えかたのもと、必要な事業を確実に進めるとともに、財政状況をふまえ、総額の

伸びを極力抑制した予算編成となっている。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額　８０，０５０百万円　対前年度比　１.８％増

平成１９年度一般会計予算　３９，１２３百万円　対前年度比　８.５％増

予算額
単位万円

予算額
単位万円

羽曳野市
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１．参加と協働のまち

①遣唐留学生「井真成」関連事業 １００

②防犯カメラ設置モデル地区助成事業新○ ４５０

③地域自主防災訓練の実施 １８

④消費生活相談事業の充実 １２０

⑤情報リテラシー向上事業 １２５

２．安全で快適なまち

①市立藤井寺市民病院移転新築事業 １７，５７９

②都市計画道路北条松原線整備事業 ２２，９４６

③洪水ハザードマップ作成事業新○ ５２４

④王水川分水路改修事業 ６１１

⑤子ども安全見守り活動事業新○ ４２

⑥防災行政無線運用事業 ８５１

⑦街路照明灯整備事業 ２，５６４

⑧違法駐車等防止交通啓発事業 １，６９７

⑨小学校地震補強（大規模改造）事業 ９，７８０

３．安心と共生のまち

①介護保険地域支援事業 ５，２１９

②障害者自立支援事業及び相談事業 ４９，３５０

③母子自立支援プログラム策定員の配置新○ １５３

④公立保育所エアコン設置事業 ４００

⑤ファミリー・サポート・センター事業 ２５６

⑥カンガルー教室 ３２８

⑦乳幼児医療費助成事業 １３，４０１

⑧国保ヘルスアップ事業 ８００

⑨男女共同参画社会推進事業 ６５

４．活力を育むまち

①小学校英語条件整備推進プラン新○ ６０

②ＡＬＴ活用事業 １，９９１

③不登校児童生徒支援事業新○ ５９

④放課後児童会の開設時間延長新○ ７７０

⑤青少年健全育成事業 ４５４

⑥都市間交流事業 １６

⑦国際交流事業 ４９０

⑧各種検診の充実 ３，６６０

⑨スポーツ振興事業 ２４０

５．個性が光るまち

①土師ノ里駅周辺整備事業 ２，９４３

②宮池整備事業 ２，９９０

③文化財保護事業 １０６

④史跡管理事業 １，１２１

⑤緑化推進事業 ２，１３０

⑥文化振興事業 ５８９
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第四次藤井寺市総合計画において、市の将来像を｢安全・安心と歴史を未来に引き継ぐまち 藤井寺｣と定

め、地域とともに創り・育み・歩むまちを目指している。さらに、｢参加と協働のまち｣、｢安全で快適なま

ち｣、｢安心と共生のまち｣、｢活力を育むまち｣、｢個性が光るまち｣の５つのまちづくり目標を設定し、将来

像の実現と市民サービスの向上に向けた取り組みを行っている。

平成１９年度においては、市長改選期にあたることから、骨格予算として編成しているが、｢選択と集中｣と

いう観点のもと、市民病院の建て替えをはじめ、防災体制の充実、子どもたちや地域の安全確保に向けた防

犯対策の強化、地域福祉と介護保険事業の推進、子育て支援、公共下水道や道路整備、良好な教育環境の確

保、文化・スポーツの振興などを重点として予算編成を行った。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額 ４１，９８０百万円　対前年度比　１.８％増

平成１９年度一般会計予算 １８，７７６百万円　対前年度比　１.１％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

藤井寺市 骨格
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１．共につくる、誰もがいきいきと生活できるまち

づくり

①市制２０周年記念誌発行事業 ２１０

②人権に関する市民意識調査事業 １００

③（仮称）自治基本条例制定事業 ３８

２．安心して暮らせる、ふれあいのまちづくり

①後期高齢者医療対策事業 ６，７７０

②『ツール・ド・大阪』ウォーキングコース普及

推進事業 ３０

③介護予防普及啓発事業 １１６

④特定健康診査等実施計画策定事業 ３９９

⑤高度救急活動機器整備事業 １００

３．環境にやさしい、うるおいのあるまちづくり

①大阪府都市緑化フェア開催事業 １５０

４．心豊かな人と文化をはくぐむまちづくり

①小学校整備事業 ２８，４００

５．豊かな暮らしと活気のあるまちづくり

①送配水管改良事業 １７，７２０

②水道施設安全対策事業 １，４２０

③公共下水道（汚水）整備事業 ４，６００

④金剛駅周辺バリアフリー道路特定事業 ７，８００

⑤ため池維持管理事業 １５０

６．計画推進のために

①指定管理者制度導入事業 １３，７２４
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歳入については、市税が三位一体改革を含めた税制改正により増加するものの、国庫補助金や地方交付税

が減少し、一般財源全体でも減少傾向を示している。一方、歳出では、人件費の抑制や事務事業の徹底した

見直しによる財源確保に取り組んでいるものの、扶助費や医療費などの社会保障費をはじめ子育て支援対策

経費の増加によりその取組効果額が相殺されている状況である。

平成１９年度当初予算においては、市長選挙を控えているため骨格型予算編成とし、財政調整基金などの基

金を取り崩さずに編成することを基本方針とした。しかし、継続して行わなければならない投資的な経費に

ついては、必要最小限に抑え、当初予算で措置することとした。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額　３０，２０２百万円　対前年度比　２.６％減

平成１９年度一般会計予算　１４，２９３百万円　対前年度比　６.７％減大阪狭山市

予算額
単位万円

予算額
単位万円

骨格
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１．愛着と誇りを持てるまち

①学校施設等整備事業 ６５２

②人権啓発事業 ３３８

③ＡＬＴ（外国語指導助手）配置事業 １，１７５

④学校防犯事業 ３２０

⑤区長会等運営事業 １，２１９

２．いつまでも快適で生き活きできるまち

①特定健康診査実施計画新○ ３１５

②地域福祉推進事業 ４，０７９

③高齢者介護予防事業新○ ７０１

④後期高齢者医療事業新○ ３，２１２

⑤放課後児童会事業 １，７９７

３．みんなの力で安全と安心を守るまち

①企画一般事業 ５００

②道路整備事業 ３，０３６

③都市計画一般事務事業 １３

④常備消防事業 １５，７４９

⑤災害対策事業 １，３６８

４．地域の魅力アップ

①中山間地域等直接支払制度事業 ４０６

②観光推進事業 ６７０

５．構想の実現に向けて

①電算事務管理事業 ３，９８０

②行財政改革の推進 －
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厳しい財政状況の中、行財政改革を最優先課題とし、昨年改訂した「太子町版集中改革プラン」を１９年

度版に見直し、さらに強力な行財政改革を進めることとしている。この中で、とくに平成１７年度から１９年

度までの３年間を集中取組期間と位置づけ、抜本的な見直しを進めることとしている。

平成１９年度当初予算（案）は、この計画に基づき、職員数の見直し・人件費の抑制や施策の再構築などの

行財政改革を断行する一方、安心・安全のまちづくり、教育・福祉の充実や観光を通じた、豊かな緑と歴史

を活かした元気のあるまちづくりを推進を図る上で、行政運営に必要な経常経費にあっては最小限度にとど

めるとともに、投資的経費についても最低限必要となる維持管理経費とし、とくに住民にとって緊急性・必

要性の高い施策や事業であっても、財源の手当てができる事業に対し優先的に重点配分を行った予算となっ

ている。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額　７，８４６百万円　対前年度比　１.６％増

平成１９年度一般会計予算　４，０８７百万円　対前年度比　１.８％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

太 子 町

 自治大阪2007.05月号  07.6.27 11:35 AM  ページ 60



１．健康で安らぎとふれあいのあるまちづくり

①地域防犯ボランティア団体育成支援事業新○ ７０

②青色回転灯防犯パトロール支援事業新○ ３０

③エコアクション２１認証登録制度事業新○ ３７

④介護予防事業 ３７６

⑤障害者支援費事業 ４，８９８

⑥地域生活支援事業 １，２６６

⑦乳幼児医療助成事業 ２，６８６

⑧子育てセンター事業 ５３１

⑨児童手当給付事業 １１，２１６

⑩中央保育所施設改修事業新○ １２９

⑪小児急病診療事業負担 １，１７９

⑫保健事業 ３，８３７

⑬こんにちは赤ちゃん事業新○ ５３

⑭山城新池改修事業新○ １，３４９

⑮中中池改修事業新○ １２０

⑯寛弘寺竹ノ内線交差点改良事業新○ ８２

⑰住宅・建築物耐震化促進事業新○ ５４

⑱土砂災害情報相互通報システム整備事業

１，６４７

２．文化・芸術の香り高い豊かな人間性を育むまち

づくり

①中学校における英語青年招致事業 ４１７

②小学校における英語・国際理解教育推進事業

９６６

③警備員配置事業 １，２８４

④小学校問題審議会事業新○ ５３

⑤子ども読書活動推進事業 ２５６

⑥小学校校舎大規模改造事業新○ ６５

⑦中学校校舎大規模改造事業新○ ７６８

⑧幼稚園施設等改修事業新○ １００

⑨公民館図書室図書充実事業 ４４６

⑩ＣＡＰプログラム事業 ６３

⑪生涯スポーツ推進事業 ７５

⑫学校給食設備整備事業 ２３３

３．快適で住みよいまちづくり

①集落内道路改修事業 １，９８８

②町道整備事業 １，３５０

③公共下水道整備事業 ２２，９５２

④上水道第３次拡張事業 ４，６４１

⑤上水道施設改良事業 １，６５０

４．魅力と活力のあるまちづくり

①農作物被害防止事業 ２４０

②中山間地域総合整備事業 ２，７９４

③越ヶ井水路改修事業 ３，３２１

④小規模企業事業資金融資信用保証料補給 １００

５．みどり豊かなうるおいのあるまちづくり

①ふれあい緑化推進事業 ３１

②公園維持事業 ３００

③弘川寺歴史と文化の森活用推進事業 ６０

61自治大阪 ／ 2007 － 5

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

厳しい財政環境のなか、「改革と創造」を政策の柱に、行財政の改革を最優先課題と位置付け、より一層

歳出削減に努める一方、安全・安心・安住のまちづくりに直結する施策に重点配分したものとしている。

平成１９年度は主な事業として、少子化、子育て支援では、保育所の屋外遊戯場の拡張や全ての新生児を対

象とした訪問育児指導を行う。防犯対策では、地域での防犯活動に資するため、青色回転灯防犯パトロール

支援事業や地域防犯ボランティア団体育成事業を行う。防災対策では、住民参加型の防災訓練を実施するほ

か、府と連携して土砂災害情報相互通報システムの整備に取り組む。教育関係では、小中学校校舎の耐震診

断結果に基づく実施設計業務に着手するとともに、少子化の進展を踏まえて小学校問題審議会を設置する。

環境対策として、エコアクション２１への認証登録を行い、事業活動に伴う環境への負荷を軽減する取り組

みを行う。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額　９，９５０百万円　対前年度比　０９.５％増（２.７％増）

平成１９年度一般会計予算　４，６６１百万円　対前年度比　１１.６％増（３.８％増）

予算額
単位万円

予算額
単位万円

河 南 町 ※
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１．豊かな自然と歴史文化を守り、伝え、活用しま

す

①金剛山管理事業 ６２１

②文化財調査等事業 ９１

２．便利で、ここちよく暮らせる都市基盤を形成し

ます

①村道整備 ３，６５０

②上水道事業 ２，４５８

③下水道事業 ２，６００

３．地域資源を生かして産業を振興します

①中山間総合整備事業 １，１００

②森林整備事業 ５０

③地域就労支援事業 ３７

④観光振興事業 ２５８

４．やすらぎ、安心して暮らせる地域社会を形成し

ます

①福祉医療助成事業 ４，４７８

②後期高齢者医療制度システム事業 １，８１０

③ごみ減量・資源化対策事業 ７８１

５．だれもが地域を誇れるこころを育みます

①英語指導助手派遣事業 ５４８

②学校教育支援推進事業 ４９６

③学校安全緊急対策事業 ２８６

④公民館事業 ２９８

⑤学校関係施設整備事業（耐震診断を含む）

２，５４０

６．みんながまちづくりに参加できる開かれたしく

みをつくります

①広報紙発行事業 ３０８

②地域住民との協働 －

③ＬＧＷＡＮ整備事業 ３１８
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歳入では、税源移譲により村民税が増加となる一方、地方譲与税などの減少によって財源不足が生じ、各

基金を１億７，９００万円取り崩し予算編成を行った。

主な事業では、小学校の統合による通学バスの運行に４６１万円、村道の新設改良事業に２，９００万円、赤阪

小学校の校舎耐震診断などに１，０００万円、大阪府営事業の中山間地域総合整備事業負担金に１，２９８万円、中

学校の下水道接続工事に３００万円　など。

特別会計は総額２５億７，８７１万円（３.５％増）で、国民健康保険特別会計の事業勘定が保険給付費の増加など

により１０.７％の増、金剛山観光事業特別会計が平衡索取替工事（１，８３０万円）や制御盤更新工事（１，７００万

円）などにより１７８.３％の増となっている。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額　４，９４１百万円　対前年度比　１.７％増

平成１９年度一般会計予算　２，３６３百万円　対前年度比　０.３％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

千早赤阪村
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堺 　 市  

和泉市 

泉大津市 泉大津市   泉大津市 

高石市 高石市   高石市 

忠岡町 

泉 北 地 域

和泉市
■面積
行政区域面積 ８４．９９H

市街化区域面積 ２，５９３ha

■人口動態
人　　口 １７７，８５６人
世 帯 数 ６２，４３３世帯
人口密度 ２，０９３人／H

人口伸率 ２．８％
高齢化率 １５．７％

忠岡町
■面積
行政区域面積 ４．０３H

市街化区域面積 ４０３ha

■人口動態
人　　口 １７，５８６人
世 帯 数 ６，２８０世帯
人口密度 ４，３６４人／H

人口伸率 ０．４％
高齢化率 １９．８％

高石市
■面積
行政区域面積 １１．３５H

市街化区域面積 １，１１６ha

■人口動態
人　　口 ６１，１２７人
世 帯 数 ２２，８２９世帯
人口密度 ５，３８６人／H

人口伸率 △１．８％
高齢化率 １８．８％

泉大津市
■面積
行政区域面積 １２．６０H

市街化区域面積 １，３６７ha

■人口動態
人　　口 ７７，６７３人
世 帯 数 ２９，５００世帯
人口密度 ６，１６５人／H

人口伸率 ３．４％
高齢化率 １６．４％
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堺市
■面積
行政区域面積 １４９．９９H

市街化区域面積 １０，９２８ha

■人口動態
人　　口 ８３０，９６６人
世 帯 数 ３２２，９３６世帯
人口密度 ５，５４０人／H

人口伸率 ０．２％
高齢化率 １８．６％
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１．人権尊重社会、男女共同参画社会の実現

①平和と人権を尊重するまちづくり条例の推進事

業 ５，０８５

②女性の再就職支援と就業環境の整備 ７７０

２．歴史と文化を活かした都市魅力の創出

①歴史文化都市推進事業 ２，３５８

②ブランド創造発信事業 ３３，０００

③堺臨海部サッカー・ナショナルトレーニングセ

ンタ―整備 ２５５，６５０

④文化観光拠点創出事業 ２，０４０

⑤町家活用推進事業 ３２，９３５

⑥（仮称）国際化推進アクションプランの策定

１，０００

⑦美原総合スポーツ施設整備事業 ９，２９６

３．都心の活力創出と都市拠点の形成

①水環境改善整備事業 １１，３１０

②美原複合シビック施設整備事業 ２８８，７２０

③堺東中瓦町２丁目地区市街地再開発事業

１３，１５４

④東西鉄軌道事業 ９，２５７

４．地域の発展を支える経済基盤の形成

①産業集積拠点形成事業 １８６，６６５

②総合的中小企業支援拠点の強化 ２３，６００

５．子どもたちを健やかに育む環境づくり

①認証保育所運営補助事業 ２７，５９５

②認定こども園施設整備事業 １６，６０４

③学校園運営の基礎的経費である学級需用費

６７，５６６

④いじめ問題への対応 １０，５６０

⑤学校芝生化事業 ５，１００

６．支えあいと協働による安全で生涯安心なくらし

づくり

①地域包括支援センター運営 ４９，４７９

②高齢者介護予防事業 ７，７３４

③（仮称）健康福祉プラザ整備事業 ６，４７３

④救命救急センター設置 １０，６００

⑤緊急交通路などの橋梁耐震強化工事 ２４，１７０

⑥街頭犯罪防止対策地域支援事業 ３，８１４

７．住みよい生活環境の創出と環境との共生

①第２次環境基本計画策定事業 ５０３

②堺市版エコエリア構想の推進 ５，３９４

８．市民とともに取り組む市政・まちづくり

①区民まちづくり会議事業 ７１２

②区民プラザ整備事業 ２，６２５
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市税収入は景気回復による企業の設備投資をはじめ、税制改正などにより増収が見込まれるものの、今

後も団塊世代の大量退職による給与所得者や地方交付税の減少によって厳しい状況が見込まれる。そのた

め行財政改革を更に推進する一方、堺らしい「オンリーワン」のまちづくりの基本となる、子どもから高

齢者まで市民一人ひとりの個性が開花する安全安心な地域社会をつくる諸施策に予算の主眼を置いた。ま

た人口誘導を図り更なる税収基盤を強化するため、産業の集積や都心再生、臨海新都心の形成、交通基盤

の強化を推進し、同時に本市の特色ある歴史文化や地域資源を活かした新しい文化が創造される都市づく

りを実現する予算を編成した。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額　６４１，７４３百万円　対前年度比　２.７％増

平成１９年度一般会計予算　２９９，８００百万円　対前年度比　３.７％増

予算額
単位万円

予算額
単位万円

堺 市
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１．防災のまちづくり

①市庁舎耐震工事設計事業新○ ９００

②河原町市営住宅整備事業新○ ７００

③耐震改修促進計画作成委託事業新○ １，０３６

④洪水ハザードマップ作成委託事業新○ ５２０

⑤小学校校舎耐震診断委託事業 ２５０

２．環境のまちづくり

①庁舎屋上太陽光発電システム整備事業新○

１，０６０

②戎小学校屋内運動場屋上太陽光発電システム整

備事業新○ ２，０００

③住宅用太陽光発電システム設置事業補助金新○

３６０

④穴師小学校校庭芝生整備事業新○ ３４７

⑤白色トレイ分別収集事業新○ １９０

３．教育のまちづくり

①戎小学校屋内運動場整備事業 １８，６９０

②旭小学校南館整備事業 ７，４４０

③留守家庭児童会事業 ７，２９６

④幼稚園預り保育事業 １，２４０

４．ＩＴのまちづくり

①証明書発行専用窓口事業新○ ２５６

②スポーツ施設利用システム構築事業新○ ４２８

③市税コンビニエンスストア納付システム導入事

業新○ ３８０

④滞納整理支援システム整備事業新○ ４７５

⑤人事管理システム整備事業 １，３３０

⑥学校図書蔵書管理システム整備事業 ３１９

５．産業のまちづくり

①地域産業振興ビジョン構築委託事業新○ １００

②産業振興事業補助金 １，１８３

③泉大津未来ビジョン補助金 ５００

④販路開拓、新商品・新技術、人材育成等補助金

１，０３０

６．福祉・健康のまちづくり

①乳幼児健康支援一時預かり委託事業新○ ６４０

②歯科年末年始等急病診療委託事業新○ １９０

③知的障害者相談支援事業新○ ６７１

④ファミリーサポートセンター事業 ８７８

⑤つどいの広場運営委託事業 ７９３

⑥各種がん検診委託事業 ２，８１４

７．都市基盤の充実するまちづくり

①火葬場整備基本計画作成業務委託事業新○ ７００

②南海中央線街路事業 ２２，２２６

③南海本線連続立体交差事業 ４９，１６１

８．その他の取組

①フロアマネージャー配置事業 １４９

②フカキ夢・ひとづくり事業 ４５４

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

平成１９年度は、本市が新たに取り組む行財政改革計画「いずみおおつ再生・未来プラン」のスタートの年

度である。

ついては、今後予測される厳しい財政状況を克服する行財政体質を確立し、目標とする実質収支の黒字を

堅持することを第一義としながら、改めて事業の精査・見直しを行い、「ムダ・ムリ・ムラ」をさらになく

し、限られた財源を効果的に配分することにより、市民の安心・安全の確保と市民サービスの向上に配慮

し、予算編成を行ったものである。

予算編成の特色は、「安心・安全の防災のまちづくり」、「地球環境に配慮したまちづくり」、「福祉・健康

のまちづくり」、「次世代育成を考える教育のまちづくり」、「市民生活に便利なＩＴを活用するまちづくり」、

「産業振興を考えるまちづくり」、「都市基盤の充実するまちづくり」の７つの項目について、特に重点を置

き取り組んだものである。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額　６０，２５８百万円　対前年度比　０.７％減

平成１９年度一般会計予算　２４，６５５百万円　対前年度比　３.３％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

泉大津市
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１．みんなの力を生かし地域が活性化するまち

①（仮称）自治条例制定事業新○ ３３０

②階層型メールシステム運用事業新○ ３００

③熱中市民サポート事業新○ ５００

④南部リージョンセンター整備事業 ８２，２４１

２．多世代が豊かな心を育む学びのまち

①母子家庭等自立促進計画策定事業新○ ２００

②ファミリーサポートセンター事業 ４２１

③地域子育て支援センター事業 １，７４０

④いずみ・エンゼルハウス事業助成金 １，７３５

⑤小中学校耐震補強整備事業新○ ３７，９４２

⑥幼稚園耐震補強改修事業新○ ２７０

⑦小学校安全緊急対策事業 ４，２９８

⑧保育所・幼稚園巡回警備事業 ８４０

⑨石尾中学校体育館建替事業 ３６，９８０

⑩青葉はつが野小学校整備事業 ４，８４０

⑪市史編纂事業 ２，７６６

⑫池上曽根遺跡整備事業 ２，０１４

３．生涯を通じて健康でいきいきと生活できるまち

①後期高齢者医療制度事業新○ ８，０５４

②食育推進基本計画策定事業新○ ２５０

③泉州北部小児初期救急広域センター連携体制事業 ２００

④老人保健事業特別会計繰出金 １０３，１０５

⑤和泉診療所事業特別会計繰出金 ９，２４２

⑥市立病院事業補助金 ８３，０００

⑦小規模多機能型居宅介護事業所整備費補助金新○ １，５００

⑧老人集楷書改修事業新○ ２，４４０

⑨地域包括支援センター事業 ７，４００

⑩介護保険事業特別会計繰出金 １２０，７９３

⑪前期高齢者医療制度事業新○ ８１４

⑫国保ヘルスアップ事業新○ １，１９７

⑬特定健康診査等実施計画策定事業新○ ３１５

⑭就労支援システム等構築事業新○ ４，９３５

⑮介護扶助実施体制整備強化事業新○ ３１０

⑯国民健康保険事業特別会計繰出金 １３１，９３２

４．市民が安全で安心して暮らせるまち

①洪水ハザードマップ作成事業新○ ４８８

②４０ｍ級はしご付消防自動車オーバーホール経費新○ ２，７００

③高規格救急車購入新○ ３，０８０

④市営住宅ストック総合活用計画策定事業新○ ４００

⑤市営住宅安心確保事業新○ １，０００

⑥耐震改修促進計画策定事業新○ １，０７２

⑦民間建築物耐震改修補助金新○ ８７５

⑧市営住宅整備事業（黒鳥第二住宅建替） ６８，４６８

⑨都市再生区画整理事業 ３，０００

⑩黒鳥山公園整備事業 ５，２３１

⑪緊急貯水槽整備事業新○ ７，４６１

５．だれもが環境にやさしい生活を営んでいるまち

①公共下水道事業特別会計繰出金 ８４，４６３

②信太山墓地整備事業新○ ８，１５０

③農業集落排水事業新○ １７０

６．個性を活かした産業と働く人々の活気のあるまち

①土地賃貸促進補助金 １０，４４１

②企業誘致促進奨励金 ３５，３８０

③市街地再開発事業繰出金 ６５，４０３

④農村交流施設等整備事業新○ ６，９８２

⑤農村振興総合整備事業 ２４，７７５

⑥泉州東部区域農用地総合整備事業 １，０６１
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Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

平成１９年度予算は、第４次総合計画の初年度予算として、市民のための「時代にあった施策」、「５年先・

１０年先を見据えた施策」をバランスよく推進していくため、計画と予算を直結させた新たな行財政運営手

法を構築し、限られた財源の効率的・効果的な配分に努めながら、「人がきらめき　共に育む　元気なまち・

和泉」の実現に向け、前年度に引き続き「安全・安心なまちづくり」の推進に係る事業について重点的に予

算を配分するとともに、第４次総合計画の大きなテーマである「公民協働のまちづくり」の推進に係る事業

についても、関連予算を配分した。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額　１０９，５３７百万円　対前年度比　５.６％増

平成１９年度一般会計予算　００５，２６０百万円　対前年度比　６.５％増

予算額
単位万円

予算額
単位万円

和 泉 市
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１．「小さな輝き」と「和み」をつくりだすまちづく

り

①コミュニティー活動の推進 ５，８６６

②女性施策の推進 ８５

③人権推進事業 ９９４

④緑化推進事業 ２，８９６

⑤姉妹都市提携 ８０

２．小さな輝きが磨きあうまちづくり

①市民文化会館事業 １３，０６１

②奨学金の貸付 １，８５９

③学校環境の整備 １２，５６２

④保健体育事業 ８６８

３．小さな輝きがともに支えあうまちづくり

①総合ライフケアセンター指定管理者委託料

４，１００

②ホームヘルプサービス支援事業 ８８

③母子保健事業 ２，５５８

④老人保健事業 １０，２６３

⑤児童福祉事業 ８５，０６４

⑥小児救急事業 ８８３

⑦後期高齢者医療事業新○ ４，５９９

４．小さな輝きの舞台としてのまちづくり

①南海本線等連続立体交差事業 １０５，８７０

②下水道事業（公共下水道事業特別会計）

２００，６０４

③塵芥収集委託 ２７，８３８

④自転車対策 ８６７

⑤災害対策 ３，６６７

⑥環境対策 ６，８９１

⑦護岸補修工事負担金新○ ７，５０６

⑧河川改良事業 ６，４１５

５．小さな輝きが活躍できるまちづくり

①商工業振興 ８５４

②勤労者対策 ６９３

③消費者対策 ９９９

④農・漁業振興 １２５

⑤港湾関係 ４４３

６．小さな輝きが広がるまちづくり

①市政広報・市民相談 ９７７

平成１９年度の予算編成は、本年４月に市長選挙が行われることから、新規事業や政策的な事業を控えた、い

わゆる「骨格予算」として編成した。（予算案が否決されたため暫定予算を編成）このような状況にあって、第

三次財政健全化計画案に基づき引き続き事務事業の見直しを行ったが、財政再建準用団体への転落回避に向け、

財政健全化への取組を一層強化しなければならないと考えている。歳入においては、市税収入が三位一体改革

に伴う税源移譲などの影響により対前年度比２.７％増の１１０億６千万円となったが、歳出においては、退職手当

の増加や南海本線等連続立体交差事業の進捗等により大幅に増加し、結果、一般会計の予算規模は対前年度比

４.８％増の１９７億６千万円となった。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額　３９，０３２百万円　対前年度比　４.４％増

平成１９年度一般会計予算　１９，７６３百万円　対前年度比　４.８％増高 石 市
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暫定
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予算額
単位万円

予算額
単位万円
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１．まちづくりの主役となる人づくりに努める

①小学校施設整備 ２，１００

②留守家庭児童学級運営 １，１５４

③人権施策の推進 ３２

④ＡＬＴ招致事業 ４４９

２．一人ひとりの自立した生活を支える

①小児初期救急広域センター事業 ６７

②乳幼児医療費助成事業 ２，３５２

③子育てセンター支援事業 ２５１

④介護保険地域支援事業 ２，６９８

３．一人ひとりが安心できる環境づくりに努める

①斎場改修 ２，４７８

②洪水ハザードマップ作成業務 ４０４

③耐震改修促進計画策定業務 ８１４

④公共下水道事業 ５，８００

４．一人ひとりの暮らしの基盤を整備する

①福祉バス運行事業 ４８７

②道路管理事業 １，７４０

③駅周辺整備事業 ５８２

④商工業の振興 １，１５８

５．まちづくりを一人ひとりとともに進めていく

①財政健全化の推進 －

②地域社会活性化支援 ６４６

③安心相談アドバイザーの配置 ２４６

④情報化推進事業 ５４１
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Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

平成１９年度の一般会計は、７３億円で前年度に比べ２３.７％の大幅増となるが、町債の借り換えなどを除い

た実質の予算額は５７億円で２.１％の増となる。平成１８年度末で閉院する公立忠岡病院の処理などに財政調整

基金の全額取り崩しを行うなど大変厳しい状況となっており、これまで以上の財政健全化を行っていく必要

があることから、「第二次財政健全化計画案」を策定し１９年度当初予算に盛り込んだ。

このような限られた財源の中でも、小学校のトイレ改修、町立斎場の改修、洪水ハザードマップの作成な

ど住民に密着した施策を推進していくべく予算編成を行った。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額　１４，３９６百万円　対前年度比　１１.５％増

平成１９年度一般会計予算　０７，２７１百万円　対前年度比　２３.７％増

予算額
単位万円

予算額
単位万円
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岸和田市 

熊取町 

泉佐野市 
泉南市 

阪南市 

田尻町 

関西国際空港 関西国際空港   関西国際空港 

岬　町 

泉 南 地 域

岸和田市
■面積
行政区域面積 ７２．２３H

市街化区域面積 ２，８６７ha

■人口動態
人　　口 ２０１，０００人
世 帯 数 ７２，８５６世帯
人口密度 ２，７８３人／H

人口伸率 ０．４％
高齢化率 １８．８％

熊取町
■面積
行政区域面積 １７．１９H

市街化区域面積 ９２４ha

■人口動態
人　　口 ４４，５０５人
世 帯 数 １５，０７０世帯
人口密度 ２，５８９人／H

人口伸率 ３．７％
高齢化率 １５．６％

貝塚、市
■面積
行政区域面積 ４３．９９H

市街化区域面積 １，６６３ha

■人口動態
人　　口 ９０，３１４人
世 帯 数 ３１，５９２世帯
人口密度 ２，０５３人／H

人口伸率 ２．０％
高齢化率 １８．３％

泉佐野市
■面積
行政区域面積 ５４．３８H

市街化区域面積 ２，０６２ha

■人口動態
人　　口 ９８，８８９人
世 帯 数 ３６，０６５世帯
人口密度 １，７９７人／H

人口伸率 ２．９％
高齢化率 １８．６％

泉南市
■面積
行政区域面積 ４８．２５H

市街化区域面積 １，３０２ha

■人口動態
人　　口 ６４，６８３人
世 帯 数 ２１，７５１世帯
人口密度 １，３４１人／H

人口伸率 ０．８％
高齢化率 １８．６％

岬町
■面積
行政区域面積 ４９．０６H

市街化区域面積 ７０４ha

■人口動態
人　　口 １８，５０４人
世 帯 数 ６，７４３世帯
人口密度 ３７７人／H

人口伸率 △６．５％
高齢化率 ２６．０％

阪南市
■面積
行政区域面積 ３６．１０H

市街化区域面積 １，１８８ha

■人口動態
人　　口 ５７，６１６人
世 帯 数 １９，８４４世帯
人口密度 １，５９６人／H

人口伸率 △１．０％
高齢化率 １７．４％

田尻町
■面積
行政区域面積 ４．７１H

市街化区域面積 ２２１ha

■人口動態
人　　口 ７，２４０人
世 帯 数 ２，７３１世帯
人口密度 １，５３７人／H

人口伸率 ６．７％
高齢化率 ２０．３％
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１．新しいまちづくりの推進

①自治基本条例趣旨普及事業 ４４

②公民協働システム推進事業 ４７

③行政経営システム構築事業 １５０

２．人間を尊重する教育・文化のまち

①岸和田サテライト支援事業 ２３１

②放課後子ども教室推進事業 ３００

③公立幼稚園アフタースクール事業〔預かり保育〕

３７３

３．ともに築く健康と福祉のまち

①小児初期救急広域センター整備事業 １５，８９７

②コミュニティソーシャルワーカー配置事業

６，３８０

③中学校給食サポート事業新○ ３２

④地域子育て支援センター事業 ８６７

⑤ブックスタート事業新○ １３０

⑥乳幼児医療助成事業（Ｈ１９．７月より４歳児未

満に拡充） ２８，３１８

４．地球と人にやさしい環境のまち

①地域新エネルギー構想推進事業 ７００

②農業集落排水整備事業 ２，０６７

③不法投棄防止事業 ３２５

５．安全で快適な都市的魅力のあるまち

①消防本部庁舎等施設整備事業新○ ４，０００

②既存建築物耐震改修促進実施計画策定事業新○

１，０６３

③小・中学校耐震補強事業 ３，５００

④ＪＲ久米田駅バリアフリー化設備整備事業新○

３，０００

⑤ＪＲ阪和線東岸和田駅付近高架化事業 １００，８９８

⑥東岸和田駅東地区防災街区整備事業 １３９，６１３

６．活力ある産業振興のまち

①阪南２区整備推進事業 ３３４，５３０

②産業振興新戦略策定事業新○ ３０

③岸和田ブランド創出事業 １００
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Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

「岸和田の再生」のため、「５つの再生（行財政の再生、地域の再生、都市の再生、産業の再生、自然の

再生）」の実現を目指し、その中でも、「行財政の再生」を断行することが喫緊の課題として予算を編成し

た。

平成１８年１０月に市長直轄の「行財政危機対策チーム」を設置。平成１９年度～２３年度を計画期間として「き

しわだ行財政再生プラン」を策定し、職員の住居手当などの諸手当の削減、管理職手当・期末勤勉手当のカ

ットなどによる人件費の抑制にはじまり、あらゆる事業事業について見直しを行い、「行財政の再生」に取

り組んでいるところである。

平成１９年度予算においては、先に作成された「同プラン（中間報告）」に掲げられた方策を反映し、徹底

して歳出の抑制に努める一方で、限られた財源を少子高齢対策や安全安心なまちづくり、快適な都市空間の

創造等に重点的に予算の配分を行った。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額　１７８，７５２百万円　対前年度比　４.１％増

平成１９年度一般会計予算　０６５，５０９百万円　対前年度比　２.１％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

岸和田市
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１．安全・安心なまちづくり事業

①消防署（水間出張所）建替事業新○ ３，３８４

②防災物品整備事業 ６４４

③防災農地整備事業新○ ２５０

④洪水・土砂災害危険区域ハザードマップ作成事

業新○ １，０００

⑤浸水対策（雨水事業） ２０，７５０

２．快適で健康に暮らせるまちづくり事業

①乳がん高度検診・治療センター整備事業

３，３３０

②南海貝塚駅バリアフリー化事業新○

（エレベーター設置） ７００

③南海貝塚駅西口広場整備事業新○ ３，５６４

④安心歩行エリア推進事業（駅南線）新○ ４，０００

３．個性的で元気なまちづくり事業

①「バレーボールのまち貝塚」推進事業 １，９５６

②東山丘陵地特定土地区画整理事業 ２００

③学校評価システム研究事業 ５０

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

平成１９年度の予算編成にあたっては、平成１８年度から５年間で集中的に取り組んでいく「貝塚、市行財政改

革実施計画」を強力に推進していき、本市の自主自立のために、後年度の行財政需要に対応できる財政体質

の構築に最重点をおき、「安全・安心なまちづくり」を目指し、学校施設の耐震化、子どもの安全対策、災

害に強いまちづくりに予算を重点配分することを基本とし、厳しい財政状況の中にあっても、経費の徹底的

な見直しに努め、限りある財源を効率的・効果的に活用し、「元気あふれる　みんなのまち　貝塚、」の実現

にむけ、健全な財政運営と市民福祉の更なる向上を念頭に予算編成を行った。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額　６２，７４１百万円　対前年度比　２.０％増

平成１９年度一般会計予算　２６，５７９百万円　対前年度比　２.５％増

予算額
単位万円

予算額
単位万円

貝 塚、 市
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１．すべてのひとが輝く社会の実現

①人権啓発事業 ３，４８２

②生活相談事業 ３，８４７

２．ひとを大切にし、やすらぎを感じるまちづくり

①コミュニティソーシャルワーカー配置促進事業

２，３２０

②高齢者生活支援ハウス事業 １，４４４

③後期高齢者医療事務事業新○ ２，１９０

④老人医療助成事業 ２３，１９５

⑤障害者ショートステイ・ホームヘルプ事業

１２，０３７

⑥障害者医療費助成事業 １７，６２７

⑦障害者地域生活支援事業 ９，１１６

⑧佐野台・北中小学校留守家庭児童会整備事業新○

３，１４３

⑨放課後児童対策事業 ３，９６８

⑩児童扶養手当事業 ５６，６６４

⑪民間保育所対策事業 １５２，１０２

⑫母子家庭等自立支援推進事業 ４５９

⑬健康増進事業（健康診査、予防接種等）

１３，１８８

３．ひとを豊かに育み、ふれあいを感じるまちづく

り

①国際交流事業 １，０８２

②奨学金貸付事業 １，５０２

③私立幼稚園就園助成事業 ６，１１１

④教育支援事業 １，３６１

⑤学校支援コーディネーター配置新○ ２９７

⑥学校安全緊急対策事業 ２，０８０

⑦北中小学校整備事業 ７，８０１

⑧第三中学校整備事業 ４９，９８８

４．ひとの活力をうみ、うるおいを感じるまちづく

り

①美化推進事業 ５，９９８

②地域就労支援事業 １，４１８

③商工業振興事業 ５，０２８

④商工会議所施設整備事業新○ ４，０００

⑤観光振興事業 ７３１

５．ひとが安心し、くつろぎを感じるまちづくり　

①第４次総合計画策定新○ ９５０

②コミュニティバス事業 ２，５６２

③南海本線連続立体交差事業 １５，５００

④泉佐野駅前広場整備事業 １２，７６０

⑤末広公園整備事業 ９０，８０９

⑥鶴原団地住宅（１～５棟）建替事業 ５，９４６
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Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

平成１９年度予算の編成方針は、基本的には財政健全化計画期間と変わることのない予算編成とした。ま

た、国が予定している再生法制に関わる課題として、宅地造成事業会計などの特別会計及び土地開発公社の

財政健全化に取り組む必要があるため、老朽化した義務教育施設等の整備などの重点項目には配慮したもの

の、集中改革プランに掲げる民間委託等の推進、宅地造成事業会計の健全化などを着実に進めることを盛り

込んだものとしている。その結果、一般会計においては借換債、前年度繰上充用金及び宅地造成事業会計貸

付金を除く実質的な歳出規模では前年度に比べ５.３％の増となっているが、市トータルの真の財政健全化を

めざす「再スタート予算」とした。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額　９３，１７２百万円　対前年度比　０８.２％減

平成１９年度一般会計予算　４０，０６８百万円　対前年度比　１７.９％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

泉佐野市
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１．ふれあいのあるまち　いきがいのあるまち

①小学校施設整備事業 ２１，３４２

②中学校施設整備事業 ２０，９９６

③子ども安全パトロール隊街頭犯罪抑止事業 ３１７

④埋蔵文化財センター事業 ９５９

２．げんきなまち　やさしさのあるまち

①乳幼児医療助成事業 ６，９０５

②老人集会場運営事業 ３，０５２

③公立保育所事業 １，６２７

④民間保育所事業 ３，５９８

⑤子育て支援事業 ５３８

３．安全なまち　活力のあるまち

①環境整備対策事業 ３１４

②溜池改修事業 １，９７１

③防災用広報システム整備事業 ５，０４９

④消防体制の整備新○ ６，６０５

⑤交通安全対策事業 ６，００８

⑥農業振興事業 １３，２８７

⑦農業公園費 １，２１６

⑧商工業振興事業 １，５９７

⑨商業活性化事業 １０，０９０

⑩行政情報ネットワーク整備事業 ３，１０７

４．快適なまち　個性のあるまち

①市営宮本住宅２・３号建替事業 １，５６３

②和泉砂川駅前整備事業 １，７０６

③信達樽井線改良事業 ２６，４３６

④砂川樫井線新設事業 １０，９５５

⑤防潮堤道路整備事業 １，４９７

⑥道路新設改良事業 ５，２５６

５．構想実現のために

①ＡＢＣ委員会への助成 ３１１

②広報活動の充実 １，９０８

③住民情報システムの運用 １３，７９１

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

平成１９年度予算の編成は、依然と厳しい財政状況の中で臨むことになるが、財政健全化に向け財政構造の

改革を図ることを基本とし、第１の目標としては、実質収支の黒字決算を堅持すること。第２の目標として

は、経常収支の更なる改善をはかること。第３の目標としては、実質的な将来負担額の圧縮をはかることと

する。

歳入面では、自治体存立の根幹を成す市税収入の確保に最大限の努力を傾注すること。課税客体を的確に

把握し、確実な徴税システムを構築するなど、徴収率の向上に向けて組織的な取組を進めること。また、使

用料及び手数料をはじめ、あらゆる制度を見直すなど、地方債以外の新たな財源の掘り起こしに努めること

とする。

歳出面では、引き続き経常経費の縮減に努めること。市民本位の行政サービスを念頭に、遊休土地の活用

も含め各部局の創意工夫のもと、現場の実情を踏まえて施策の「選択」と「集中」をこれまで以上に徹底

し、限られた財源の適切な配分に努めることとする。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額　４０，４７４百万円　対前年度比　１.９％増

平成１９年度一般会計予算　１９，１０８百万円　対前年度比　４.８％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

泉 南 市
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１．安心・安全のまち：やすらぎのある住環境を支

える社会システムの形成

①地域活動支援センター事業新○ １，２００

②障害者相談支援事業新○ ６７１

③老人福祉センター改修事業新○ １，０００

④西鳥取保育所民営化に伴う私立保育所運営事業

新○ ２７，４１９

⑤予防接種実施事業 ２，５３２

⑥前立腺がん検診事業新○ １２３

⑦乳幼児医療助成事業 ７，２５２

⑧後期高齢者医療準備事業新○ ４，１２９

⑨介護予防サービス計画作成事業 ２，０６１

⑩洪水ハザードマップ作成事業新○ ５１２

⑪留守家庭児童会運営事業 ４，１１３

⑫自動体外式除細動器（ＡＥＤ）設置事業 １７５

⑬オストメイトトイレ設置事業新○ ８９

⑭耐震改　修促進計画作成事業新○ ４７３

⑮自主防災組織育成事業 １０６

⑯防災情報充実強化事業 １１１

２．出会い、躍動するまち：次世代に引き継ぐ都市

基盤の形成

①和泉鳥取駅前地区整備事業 ６，９８０

②駅前自転車等駐車場運営事業 ３，６９９

③コミュニティバス運行事業 ４，４５５

④し尿処理施設運営事業 ２２，５３８

３．楽しく暮らせるまち：豊かな住生活を支える環

境の形成

①火葬場建設事業 ５００

②ため池整備事業 ２，６０７

③アダプトプログラム推進事業 １５

４．心の豊かさを育むまち：生涯にわたって自分ら

しく生きる人を育て文化を育む環境の形成

①教育施設耐震優先度調査実施事業新○ １，７５０

②教育施設耐力度調査実施事業新○ １，２５０

③波太小学校放送設備改修事業新○ ４６０

④放課後子ども教室推進事業新○ １０２

⑤文化センター大ホール調光器盤等機器改修事業

新○ ９，１９８

５．多様な産業の育つまち：居住都市にふさわしい

産業構造の形成

①地域就労支援事業 ３７２

②消費者相談事業 １８８

③阪南ブランド育成事業 １０

④企業誘致促進奨励金交付事業 １，３６８

６．人をおもいやり生かすまち：あらゆる市民が参

画し、公正で開かれた地域社会の形成

①男女共同参画推進事業 ５５

②市民活動推進事業新○ ２７

③議会だより（声の広報）作成事業新○ １３

④人権相談運営事業 ２７０

⑤地域まちづくり協議会推進事業 １７０

⑥市税滞納管理システム導入事業新○ １，７５０
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Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

第二次阪南市財政再建実施計画（平成１８年１０月策定）の初年度となる平成１９年度当初予算の編成に当た

っては、同計画の基本方針である「持続可能な行財政運営システムの構築」を踏まえ、本市の将来の行財政

運営の将来像を展望しつつ、市民生活に重大な影響を及ぼす財政再建団体への転落を回避するとともに、将

来に過度の負担を残さずに、激変する市民ニーズへ柔軟に対応することを基本に予算編成を行った。予算の

配分については、市民生活の安全と安心の確保に主眼を置き、市民・民間・行政との適切な役割分担のも

と、限られた財源と人材を重点的かつ効果的に活用して費用対効果と市民満足の向上を目指し、最少の経費

で最大の効果を挙げることを基本とした。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額　３５，３１６百万円　対前年度比　０５.２％減

平成１９年度一般会計予算　１４，５４３百万円　対前年度比　１４.５％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

阪 南 市
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１．世界に開かれたまちづくり

①国際化の推進 ４０３

２．多様な個性と文化を生みだすまちづくり

①「歴史とふれあいの拠点」でのまちづくりの展

開 １３０

②学校教育環境の整備 １６，８６７

３．健やかでふれあい豊かなまちづくり

①子育て支援事業の推進 １，３３６

②保健福祉事業の推進 ８，１７７

４．快適に楽しく暮らせるまちづくり

①「生活支援の拠点（シビックゾーン）」でのまち

づくりの展開 ７０，４０８

②「自然緑地拠点」でのまちづくりの展開 ３４０

③安全・安心なまちづくりの推進 ２，４６３

④環境対策の推進 １，２１３

５．利便性と安全性にすぐれたまちづくり

①道路整備事業の推進 １０，５５６

②上水道・下水道事業の推進 ８３，４６９

６．活力ある生き生きとした生活を支えるまちづく

り

①産業の振興 ８８５

７．総合的で計画的なまちづくり

①行財政運営の推進 ８６８

②熊取アトムサイエンスパーク構想の推進 ４５

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

歳入面では、町税収入が「三位一体の改革」などの影響により大幅増となる一方で、所得譲与税、地方特

例交付金及び減税補てん債の縮小・廃止や地方交付税の減少により非常に厳しい状況が続いている。

歳出面については、「行財政構造改革プラン」や「同アクションプログラム」に基づき、各種事業の見直

しを図るとともに、「骨格予算」として編成しているものの、次期総合計画の策定に向けた取り組みや法令

等による新規事業の経費をはじめ、これまで計画的に進めてきた町営住宅建替事業や小学校の大規模改造工

事、「安全・安心なまちづくり」や子育て支援、「熊取アトムサイエンスパーク構想」の推進、「太極拳のま

ち“くまとり”」のＰＲ活動など継続的事業等に配慮した。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額　２３，３２８百万円　対前年度比　０.３％増

平成１９年度一般会計予算　１０，８１２百万円　対前年度比　５.７％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

熊 取 町
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１．元気と安心の暮らしづくり

①老人福祉センター事業 ５６７

②障害者地域生活支援事業 １，５６８

③心身障害児通園事業 １，０４５

④老人医療費助成 １，２００

⑤一部負担金助成 １，４００

⑥障害者医療費助成 ５５０

⑦ひとり親家庭医療費助成 ５３０

⑧乳幼児医療費助成 １，６００

⑨放課後子ども教室推進事業 ５０

⑩安全なまちづくり推進事業 １１

２．水と緑の環境づくり

①遊休農地対策事業 ２４

②ごみ減量化及びリサイクル関係事業 ２９

３．ふれあいと人権尊重のまちづくり

①人権協会の運営 ９０

②人権のつどい開催 ５５

③男女共同参画講座 １０

４．明日につながる「まち文化」づくり

①教育相談事業 ２３２

②中学校体育館耐震補強事業 ５，１９３

③学校給食場改修事業 ６，７９３

④町史編纂事業 １，６７１

５．ゆたかな暮らしの基盤づくり

①地籍調査事業 ６６０

②下水道（雨水管整備）事業 １４，０００

６．であいと暮らしの基盤づくり

①泉州黄玉ねぎの普及支援事業 ２４

②商工振興資金利子補給事業 １，５００

③企業誘致促進奨励事業 ２，１００

④地域就労支援事業 ４５４

７．住民主体のまちづくり

①まちづくり講演会の実施 ２４

８．財政健全化に向けた取組み

①歴史館指定管理者指定委託 ５０１

②多目的グラウンド指定管理者指定委託 ４０３
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Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

平成１９年度当初一般会計予算は、長期的視点でみると単年度ベースでの収支均衡が図れず赤字財政が続く

という財政危機に対応するため、財政健全化の実行や全ての事務事業を対象に実施した事務事業評価を反映

させるなど、町債の借換えといった特殊要因を除いたうえで、前年度比約２.３％減となる超緊縮型予算とし

て編成した。財政健全化を図る施策として、退職者不補充による職員数の削減などの内部経費削減の継続や

固定資産税前納報奨金及びふれ愛センター送迎バスの廃止などの措置をとった。主要なハード事業として

は、町民が安心して暮らせるまちづくりに資する事業として、中学校体育館耐震補強事業の実施、老朽化対

策と衛生面の向上を目指し、学校給食場の改修事業に厳選した。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額　９，８７０百万円　対前年度比　６.１％増

平成１９年度一般会計予算　６，５５８百万円　対前年度比　７.２％増

予算額
単位万円

予算額
単位万円

田 尻 町
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１．自然のもとで、元気に安心して暮らせるまち

①がん、肝臓疾患対策等のための各種健診の実施 １，８０５

②各種医療助成事業（乳幼児・老人・障害者・ひ

とり親） １，５５０

③高齢者・身体障害者住宅改造事業補助金 ４５０

④生活支援ハウス運営事業 １，３２０

⑤障害福祉サービスの実施 １４，８５９

⑥放課後児童健全育成事業 ２，１６１

⑦子育て支援事業（子育て支援センター事業を含

む） ４５０

⑧児童措置事業 １１，１７４

⑨老人医療助成事業 ２４，５５８

⑩健康ふれあいセンターの運営（指定管理者制

度） ６，９６３

⑪地域福祉計画策定事業新○ ２２０

⑫障害者自立支援制度円滑導入経費新○ ２００

⑬後期高齢者医療広域連合事業新○ ５８５

２．自然にふれあい、心豊かに暮らせるまち

①スクールカウンセラー設置事業 １１３

②総合生活相談事業 １７５

③進路支援事業 １８９

④子どもの安全対策事業 ４９２

⑤外国青年招致事業 １，００４

⑥小学校耐震改修事業 ３，５３０

⑦学校水泳事業 ５２３

⑧第二阪和国道文化財発掘調査事業 １，５８４

⑨幼稚園３才児保育の実施新○ ３３５

３．自然を生かして、いきいき魅力満載のまち

①漁港改修事業 ２，９１０

②地域活性化イベント開催補助金 ４０

③地域就労支援事業 ４０５

④有害鳥獣対策事業 ６５０

⑤海釣り公園整備事業 ５，９７９

４．自然を守り、安全で快適に暮らせるまち

①自然海浜保全事業の実施 １６１

②分別収集事業 １４，９１３

③ごみ処理施設の運営 ２０，６１３

④土砂災害情報システム整備事業（大阪府受託事

業） ６７３

⑤不法投棄対策事業 ４６

５．自然と共生し、便利に暮らせるまち　

①下水道事業の推進 ２７，７９８

②路線バス対策補助金 ４，２００

③公営住宅改修事業 ７３０

④町道西畑線整備事業 ２，９３２

⑤第二阪和国道建設促進事業 ８０

⑥土砂採取跡地整備事業（大阪府受託事業）

４６，０００

⑦特定交通安全施設等整備事業（大阪府受託事業）

新○ ２，５００

⑧集会所整備事業新○ ２３０

Ⅱ．施策体系別主要事業一覧　─────────────────────────────

歳入については、町税収入が個人住民税の税源移譲、固定資産税の超過税率の導入により１０年ぶりに増

加したが、譲与税等や特例交付金等が減少となったため、基金全額を取崩し必要額の確保を行なった。一

方、歳出については、「集中改革プラン」により行財政改革に取り組んだものの、公債費や少子高齢化に伴

う社会保障関係費などが増加となった。そのため、深日小学校耐震補強事業や海釣り公園整備事業などの

主要事業は内容を厳しく精査し、新規事業は実施しないことを原則とし、関係法令に基づくものや補助事

業等に限り予算措置を行なった。このような大変厳しい状況の中で、財政再建団体への転落の回避に向け、

「第３次総合計画」に掲げる「笑顔あふれる　いきいきタウン“みさき”」の実現に向けて、「選択と集中」

によるメリハリのついた内容とした。

Ⅰ．予算の特色　───────────────────────────────────

平成１９年度当初予算総額　１４，９８５百万円　対前年度比　０８.２％減

平成１９年度一般会計予算　６，３９０百万円　対前年度比　１８.６％減

予算額
単位万円

予算額
単位万円

岬 町
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